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序     文 
 

日本国政府は、スリランカ民主社会主義共和国からの要請に基づき、認証野菜種子生産システ

ム強化プロジェクトを実施することを決定し、JICA は、スリランカ民主社会主義共和国農業省と

2012 年 2 月 29 日に討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名を行い、5 年間のプロジェク

トとして実施しています。 

今般、終了時評価調査団を派遣し、スリランカ民主社会主義共和国政府及び関係機関との間で、

プロジェクトの進捗の確認と今後の方向性に係る協議を行いました。本報告書は、同調査団によ

る協議結果、評価結果を取りまとめたもので、当プロジェクト及び類似プロジェクトの実施にあ

たり広く活用されることを願います。 

終わりに、本調査に対しご協力とご支援をいただいた内外関係者の皆様に、心からの感謝の意

を表します。 

 

平成 29 年 4 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 三次 啓都 
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DDA Deputy Director of Agriculture 農業局副ディレクター 
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GVSPP Good Vegetable Seed Production Practice 良い野菜種子の生産実践 
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Horticulture Crop Research and Development 

Institute 
園芸作物研究開発所 

ICC Information and Communication Center 情報通信センター 

ICT Information and Communication Technology 情報通信技術 
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JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 
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Seed and Planting Materials Development 

Centre 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社会主義共和国 

案件名：認証野菜種子生産システム強化プロジェクト 

    Project for Enhancement of Production System of Certified Vegetable Seed in Sri Lanka 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：農村開発部第一グループ 協力金額（完了までの見込み）：3.56 億円 

協力期間：2012 年 5 月 14 日～ 

     2017 年 5 月 13 日（5 年間）

先方実施機関：農業省農業局（DOA） 

日本側実施機関：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

計画時のスリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）の中長期国家開発計

画では、野菜、コメ以外の穀類や豆類の自給率の改善の重要性が示されており、質の高い種苗

が使われていないことが農業分野の重要な課題であると指摘されていた。当時、農業省農業局

（Department of Agriculture：DOA）に品質を認証された認証種子の割合は野菜種子の全供給量

のうち 4～35％であり、これは種子生産、種子加工、種子認証、販売に関する能力が十分でな

いためと考えられていた。また当時、スリランカは毎年約 250t/年の野菜種子を輸入しており、

国内の種子生産量は 90t/年であった。 

このような背景のもとスリランカ政府は、質の高い野菜種子の生産技術を開発・普及し、農

業生産性と質を向上させることを目的とした技術協力プロジェクトの実施を日本政府に要請し

た。その後両者は、①苗開発センター（Seed and Planting Materials Development Centre：SPMDC）

による生産計画、②原種種子と標準種子の生産、③種子認証サービス（Seed Certification 

Service：SCS）による認証、④種子販売の分野において、農家と私企業も視野に入れたプロジ

ェクトを実施するべく合意した。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、対象地域における認証種子の生産体制の改善を目的としたものである。

（1） 上位目標 

市場に出回る野菜種子のうち、DOA が定める基準1を満たしている種子の量2が増加する。

 

（2） プロジェクト目標 

対象地域の野菜の認証種子の生産体制が改善される。 

 

（3） 成果 

①SPMDC の種子生産・配付計画策定能力が向上する。 

②官民の野菜種子生産技術が向上する。 

③官民の野菜種子の品質管理技術が向上する。 

 

                                                        
1 「種苗認証基準」（2009 年種子認証サービス発行） 
2 農業局による認証種子（農業局の生産種子、民間の生産種子）及び民間による独自の認証種子 
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（4） 投入 

1） 日本側 

項 目 実 績（完了時までの見込み） 

専門家 合計 205 人/月 

・長期：4 名（195.8 人/月） 

 総括/認証種子生産体制、種子検査、種子生産、業務調整/訓練 

・短期：延べ 7 名（9.4 人/月） 

種子生産計画、種子病理、植物病理、種子流通販売、優良種子評価、種子

収穫後処理技術 

本邦研修/ 

第三国研修 

・本邦研修 37 名：種子行政、種子検査、野菜種子生産、植物病理、種子病理

・第三国研修 14 名：国際野菜訓練コース（タイ） 

・合計 51 名 

機材供与 約 82 百万ルピー（種子生産、種子検査、種子調整機材など） 

事業費 3.56 億円 

 

2） スリランカ側3 

以下の実績はほぼ計画どおり。「その他」で示した項目は追加投入。 

①カウンターパート（Counterpart：C/P）職員の配置：延べ 45 名 

②プロジェクト事務所 

③研修実施に必要な教室、資材、用具など 

④プロジェクトのローカルコスト：C/P 職員研修参加時の手当、プロジェクト事務所

の電気・水道代（約 0.03 億円程度）、プロジェクトで供与した機材購入にかかる税

金など（約 0.06 億円程度） 

⑤その他：種子病害検査ユニットの建設、データベースシステム運用に必要な機材・

施設の調達、種子調整機材設置用建屋の整備、苗床用ポリトンネルの設置など 

２．評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 三村 一郎 JICA 農村開発部第一グループ第二チーム 課長 

野菜種子生産 宮崎 省次 元（株）サカタのタネ 執行役員 

協力企画 田中 智子 JICA 農村開発部第一グループ第二チーム 職員 

評価分析 田村 智子 かいはつマネジメント・コンサルティング 

＜スリランカ側＞ 

氏 名 所 属 

Mr. W.M.D Wasala Additional Director, 種子認証植物防疫センター（ Seed 
Certification and Plant Protection Centre：SCPPC） 

Mr. H. M. J. K. Herath Assistant Director, SPMDC 

Ms. V. D. N. Ayoni Agricultural Economist, 社会経済計画センター（ Sociao 
Economic and Planning Centre：SEPC） 

                                                        
3 2016 年 12 月末現在の実績 
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調査期間 2017 年 1 月 9 日（月）～1 月 28 日（土） 評価種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1） 成果 1：SPMDC の種子生産・配付計画策定能力が向上する：おおむね達成 

指標 1-1 セミナーや定期会議で民間及び政府から提起された課題を解決するための対

応策が実施される 

指標 1-2 民間セクターのニーズを考慮した、原種種子の生産計画が策定される 

指標 1-3 プロジェクトで 2 カ所のモデル DOA 種子販売所の改善がなされたのち、さら

に 2 カ所の DOA 種子販売所が改善される 

指標 1-1 及び 1-2 の達成度は進捗しているがさらに推進が必要であり、指標 1-3 につい

ては 1 カ所のモデル販売所が改善され、さらに 10 カ所の DOA 種子販売所が改善されてお

おむね達成している。よって、本成果の達成度は中程度である。プロジェクト期間を通じ

て官民合同セミナー（Joint Private and Public Seminar：JPPS）は定期的に開催され、同セミ

ナーにおける討議を踏まえ JPP アクションプラン4がまとめられたこと、JPPS での提案を

基に官民の代表者からなる種子産業開発調整委員会（Seed Industry Development and 

Coordinating Committee：SIDCC）が組織されたことは評価に値する。販売改善に関しても

期待どおりの進捗があった。しかし、JPP アクションプランの民間との共有、委員会の第 1

回会合の開催、種子関連データベースシステムの生産・配付計画への活用などの取り組み

がまだ実施に至っていない。 

 

（2） 成果 2：官民の野菜種子生産技術が向上する：達成 

指標 2-1 種子生産研修参加者の 75％が研修後のテストに合格する 

指標 2-2 種子生産研修参加者の 80％が研修が有用と考える 

指標 2-3 DOA の通達に沿って政府種子農場がプロジェクトで紹介した技術を採用する 

成果 2 の 3 つの指標はいずれも達成されており、本成果の達成状況は良好である。中間

レビュー時、SPMDC 職員はプロジェクトで導入した技術の適用や効用について消極的な

態度であったが、その後、実践を通して多くの職員がこれらの技術の効用や重要性を理解

するようになった。これは、JICA 専門家の継続的な技術指導や、国内外の研修機会の提供、

DOA の通達発信による技術適用の奨励などの結果である。中間レビューの提言を受けプロ

ジェクト後半は、JICA 専門家に代わって SPMDC の職員が種子生産研修を実施するように

なった。研修参加者の満足度や研修内容の理解度も高く、研修が効果的に実施されたとい

える。対象地域の政府種子農場（Government Seed Farms：GSF）では、本プロジェクトで

導入した技術が積極的に実践されている。民間の種子会社もプロジェクトが主催した国内

外の研修で得た知見を生かし、種子生産の改善を図っている。 

 

（3） 成果 3：官民の野菜種子の品質管理技術が向上する：達成 

指標 3-1 改善計画で提言された対応策が種子検査プロセスで実践される 

指標 3-2 種子検査の研修参加者の 75％が研修後のテストに合格する 

                                                        
4 Joint Private and Public Action Plan. 
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指標 3-3 種子検査手順のハンドブックが完成し、活用される 

指標 3-4 カビとバクテリアの種子病理検査が実施される 

指標 3-5 「市場に出回る種子の品質調査」の結果に基づきアクションプランが作成さ

れる 

成果 3 の 5 つの指標はいずれも達成されており、本成果の達成状況は良好である。SCPPC

の下部組織である種子検査室では、JICA 専門家による改善提案が実践され、同専門家によ

り作成されたマニュアル類が活用され、検査手順の合理化や芽生評価の標準化が図られて

いる。JICA 専門家と園芸作物研究開発所（Horticulture Crop Research and Development 

Institute：HORDI）による植物病害分野の調査の結果、同国における種子伝染性病害蔓延の

深刻さが明らかになった。これを受けプロジェクトでは SCPPC や HORDI 職員の種子や植

物病害診断の検査技術向上に取り組み、同職員は細菌（バクテリア）、ウィルス、糸状菌（カ

ビ）の種子検査の基本技術を習得することができた。中間レビュー時の提案を受け、市場

の種子の品質に関する調査が実施され、調査結果に基づきアクションプランが策定された。

 

（4） プロジェクト目標達成の見込み：おおむね達成 

指標 1．政府及び民間セクター双方の情報共有が進んだと答える関係者が増加する 

指標 2．DOA の職員の 80％以上が「種子データベースによってデータ処理業務が効率化

した」と考える 

指標 3．種子生産研修に参加した契約農家の 60％以上がプロジェクトで紹介した技術を

適用する 

指標 4．SCPPC がプロジェクトで導入した芽生評価検査マニュアルや教材を使って在職

者研修や新人研修を継続的に実施する 

指標 5．「市場に出回る種子の品質調査」の結果に基づき作成したアクションプランが実

施される 

本プロジェクトにより官民の情報共有が促進された。種子検査技術が期待されたレベル

に向上し、市場の種子の品質向上のためのアクションプランの実践も始まっている。GSF

は、導入された技術を積極的に取り入れており、関連の職員は契約農家にこれら技術に関

する技術指導もできるようになった。2015 年にプロジェクトで実施した調査では、契約種

子生産農家の技術適用状況は指標で目標とした 60％を超えているとの結果が得られてい

るものの、終了時評価時に実施した同農家へのインタビューでは、技術適用は難しいとい

う声も聞かれ、最新状況の確認が必要な状況である。データベースシステム活用による生

産計画の改善は未実施であるが、スリランカ側で 2017 年中には対応される見込みである。

これらから、プロジェクト目標の達成度は中程度と判断する。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1） 妥当性：高い 

2015 年に成立したスリランカの新政権の施策である「全国食料生産プログラム（2016～

2018 年）」は、食料生産と生産性の改善、野菜や果物の増産、国民 1 人当たりの野菜の消

費量の増加、官民の連携、種子法の施行などをめざしている。本プロジェクトで実施した

市場の種子の品質調査では市場の種子の品質の改善ニーズが、野菜病害に関するフィール
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ド調査では種子伝染性病害や種子の健全性検査の重要性が裏づけられた。日本の外務省の

対スリランカ国別援助計画（2012 年 6 月）では後発開発地域の開発支援が重点分野の 1 つ

となっており、農業分野を中心とした産業育成、農業関連インフラの整備を支援する方針

である。これらから本プロジェクトは、スリランカの政策や開発ニーズ、日本の援助方針

と合致しており、妥当性は高い。 

 

（2） 有効性：中程度 

本プロジェクトは、野菜種子生産の技術移転に関し、中間レビュー時と比して大きな進

捗があった。SPMDC や SCS の地方事務所や GSF の職員は、種子生産研修や農家への指導

にリーダーシップを発揮するようになった。プロジェクトで導入した生産技術は GSF でよ

く活用されている。SCPPC の職員の種子病理分野での能力向上や、市場の種子の品質調査

の効果的な実施も特筆に値する。しかし、種子生産計画の分野におけるデータベースの運

用の遅れや、農家の生産技術適用状況の確認に関してはやや遅れがみられる。そのため終

了時評価時点でのプロジェクト目標の達成度は中程度であり、有効性は中程度と判断する。

なお、アウトプットで規定される 3 つの能力向上はいずれもプロジェクト目標である認証

種子の生産改善と関連しており、終了時評価時点においてはアウトプットとプロジェクト

目標のロジックは適切であった。 

 

（3） 効率性：高い 

プロジェクト活動はいくつかの遅延を除けば計画どおり実施された。3 つの成果の発現

状況にも顕著な進捗があった。専門家派遣、本邦研修などの日本側投入は計画どおり実施

され、機材供与は遅れたものもあったが、その他はすべて予定どおりである。事業費及び

事業期間も計画内に収まる予定である。データベースが当初想定よりも広範囲のデータベ

ースとなったことなどによりスリランカ側からは予定していたよりも多くの投入があっ

た。これらより効率性は高い。 

 

（4） インパクト：中程度 

上位目標の指標 1「市場に出回る野菜種子のうち、DOA の基準を満たしている種子の割

合が増加する」については種子の品質調査にて基準値が得られたが、達成可能性について

は現時点で調査をしておらず、情報がない。指標 2 の「民間の種子生産業者から SPMDC

に原種種子の供給要請があった際、90％以上は供給がなされる」は過去 3 年間目標値は未

達成である。上位目標は対象地域の市場全体を対象としており、プロジェクトの貢献に加

えて官民によるさまざまな努力が必要であり、達成には困難も予想される。一方本プロジ

ェクトでは、スリランカ初の種子病害検査ユニット（Seed Health Testing Unit：SHTU）が

設立され、市場の種子の品質調査が初めて実施されるなどいくつかの正のインパクトが発

現している。なお、負のインパクトは確認されなかった。これらを勘案しインパクトは中

程度とする。 

 

（5）持続性：高い 

＜政策・制度＞現行の政策は野菜生産や生産性の改善をめざしており、また農業省が準
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備中の種子法の細則は、本プロジェクトの効果の持続性を助長するものである。 

＜組織・体制＞SPMDC と SCPPC の組織内の役割や責任分担は明確である。今後、JPPS

や種子生産研修をより効果的に実施するための体制も整いつつある。 

＜技術＞生産や品質管理にかかわる職員の技術レベルはおおむね良好であり、種子生産

技術を指導するマスタートレーナーも養成された。種子病害検査を担当する職員の技術も

期待したレベルにあるが、今後引き続き研鑽が必要である。 

＜財務＞SPMDC と SCPPS には必要な予算が配賦されており予算執行状況にも特に問題

はない。市場の種子の品質調査には 2016〜2018 年の 3 年間の予算が付与されており、植物

病害診断や種子病害検査のための薬剤や消耗品の予算も確保されている。 

以上からプロジェクト効果の持続性は高いと見込まれる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1） 計画内容に関すること 

特になし 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

1） DOA による追加投入 

必要に応じて DOA から追加の投入がなされ、プロジェクトの効果的な実施を促進し

た。例として、SHTU の建設、市場における種子の品質調査の結果報告会（フィールド

デイ）の開催、データベースシステムの運用に必要なコンピュータやインターネットな

どの整備、種子調整機材設置の際に必要となった建屋の改修、政府種子農場における苗

床用ポリトンネルの設置などが挙げられる。 

2） JICA 研修参加者の活躍 

2003～2007 年に実施された JICA 国別研修に参加した SPMDC の職員が、研修で学ん

だ知見を生かし、本プロジェクトで導入した生産技術の種子農場での実践や、種子生産

研修における技術指導を行い、本プロジェクトの効果的な推進に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1） 計画内容に関すること 

1） データベースシステム開発の遅延 

データベースシステムの開発に計画より約 2 年多くの時間が必要となり、同システム

の導入が遅れた。そのためプロジェクト期間中に同システムを本格的に運用することは

できそうにない。 

2） 契約野菜種子栽培の縮小 

本プロジェクトでは、SPMDC からの委託で野菜種子栽培をする農家が研修に参加し

て生産技術を習得し、その後技術を実践することが期待されていた。また SPMDC や SCS

の職員は、種子生産を委託した農家を訪問し、技術の実践を支援・確認する計画であっ

た。しかし 2015 年と 2016 年は、SPMDC から農家への種子生産委託がごく少なかった

ため、研修に参加した農家の技術実践や、職員の農家訪問の機会は限定的であり、同職

員による契約農家への技術支援・確認が計画どおり進まなかった。 
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3） 種子法細則の施行の遅れ 

種子を販売する場合に要求される品質基準を含む種子法の細則は 2010 年ごろに施行

されると期待されていたが、翻訳等の遅延により実現していない。種子法の細則が施行

されていないと、SCPPC や SPMDC による市場における種子の品質向上の働きかけに十

分な強制力が働かない。市場における種子の品質向上のためには法整備が必要である。

 

（2） 実施プロセスに関すること 

特になし 

 

３－５ 結論 

プロジェクト目標、成果の指標は一部を除いて達成ないし達成見込みであることから、本プ

ロジェクトは 2017 年 5 月の協力期限をもって予定どおり終了することで合意した。5 項目評価

について、妥当性、効率性には特段の課題は見受けられなかった。有効性については、いくつ

かの点で実施遅延があったことから、中程度となった。インパクトについては、データベース

の拡充、市場調査結果の活用、種子病理ラボの建設など、複数のプラスのインパクトが確認さ

れたが、上位目標達成にはいくつかスリランカ側での対応が求められることから中程度になっ

た。持続性については、今後、スリランカ側による対応が必要な点があるもののおおむね事業

継続の体制は整備されている。 

 

３－６ 提言 

（1） DOA への提言（プロジェクト目標、上位目標達成、インパクト関連） 

①種子法の細則が早期に施行されるよう農業省を支援すること、具体的には、すみやかに

国家種子協議会（National Seed Council：NSC）のメンバーを官報により任命し、法務局

による確認が完了したら細則を官報で制定し、その後同カウンシルを開催するよう支援

する。 

②データベースシステムの運用に必要な機材や施設をできるだけ早く設置すること。 

③JPP アクションプランを 2017 年 2 月に開催予定の次回の同セミナーで発表し、同計画に

おける短期、中期、長期的な目標や実施責任者について議論すること。またその後、同

計画の全体的な進捗をモニタリングすること。 

 

（2） SPMDC への提言（成果 1 及び成果 2 関連） 

①SIDCC の第 1 回ワークショップを 2017 年 2 月に開催すること。 

②DOA による JPP アクションプランのモニタリングを支援すること。 

③民間セクターとの対話を継続し、過去の販売や需要の分析による需要予測を行うなどし

て、生産計画のさらなる改善を図ること。 

④SCS の支援を得て種子の在庫の適切な回転のための仕組みをつくること。古い在庫の定

期的な廃棄についても検討すること。 

⑤年 2 回の耕作期ごとの種子生産研修を継続し、プロジェクトで導入した生産技術の普及

を図ること。SPMDC の地方事務所は、普及訓練センター（Extension and Training Centre：

ETC）や農業開発局の地方事務所、農民組合その他からの情報も得て、技術習得に前向
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きな農家を選ぶこと。民間生産者にも研修開催を通知すること。 

⑥SPMDC の地方事務所は、研修に参加した契約種子生産農家に的を絞り、技術の適用を

奨励すること。技術導入により成功した農家の数を増やし、これらの農家の経験を他の

農家とも共有すること。 

⑦政府契約種子農家に GVSPP5を導入し、SPMDC 地方事務所の農業指導員がこれらの農家

を訪問する際に活用すること。将来は GVSPP の実践を契約の条件とするよう検討する

こと。 

⑧SCPPC から適時の協力を得て種子コーティングテストを遅延なく実施し商業生産を始

めること。 

⑨種子生産研修を担うマスタートレーナーを継続的に確保すべく、マスタートレーナー向

けの研修を引き続き実施すること。プロジェクト非対象地域の職員も対象にすること。

種子生産に従事するすべての職員がマスタートレーナーとなることを将来の目標にする

とよい。 

 

（3） SCPPC への提言（成果 3 関連） 

①2017 年 2 月の開催予定の SIDCC 第 1 回ワークショップで種子品質向上のためのアクシ

ョンプランを周知徹底させるとともに、引き続き同プランの進捗をモニタリングする。

②SCS は引き続き HORDI の植物病理課との協力の下、種子伝染病のなかで最も重要な細

菌学に関する最新技術の導入を図ること。 

③種子法の細則が早期に施行されるよう法務局に働きかけること。 

④非公式な種子生産・流通業者の特定を継続し、それら業者に種子法に則った登録を促し、

GVSPP に基づいた生産を奨励する。 

⑤SCS は、2015 年ヤラ期6に実施した種子の品質調査と同様の手法で、2018 年ヤラ期に品

質調査を行い、SEPC の協力を得て両調査を比較分析し、本プロジェクトの上位目標の

達成状況を確認すること。 

 

（4） HORDI への提言（成果 3 関連） 

①HORDI は引き続き SCS の種子病害検査ユニットとの協力の下、種子伝染性病害の中で

最も重要な細菌に関する最新技術の導入を図ること。 

 

３－７ 教訓 

（1） プロジェクトサイトについて 

本プロジェクトは、政府農場 3 カ所を含む 4 カ所の現場をもち、かつプロジェクト活動

は種子生産システム全般（生産・加工・検査・貯蔵）にわたることから実施機関が多い。

このため、現場活動の推進・フォローを担う C/P は各サイト・各実施機関にそれぞれ分散

していた。プロジェクトでは、栽培状況の確認等のため、専門家による巡回指導を行って

いたが、各サイトが離れており、負担が大きかった。今後、現場サイトを複数もち、活動

                                                        
5 GVSPP は Good Vegetable Seed Production Practice（良い野菜種子生産実践）の略で、プロジェクトにより政府種子農場に導入

された種子生産技術向上のためのチェックリストである。 
6 スリランカには年 2 回耕作期がありヤラ期とマハ期と呼ばれている。 
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範囲が広く実施機関が多い事業を計画する場合は、ローカルコンサルタントの雇用等によ

り、現場活動の促進・フォローをすることも検討すべきである。 

 

（2） 野菜種子プロジェクトについて 

上述のとおり、本プロジェクトの活動は種子生産システム全般（生産・加工・検査・貯

蔵）にわたっているが、プロジェクト開始当初は普及・販売も成果となっており、対応す

べき活動が多かった。また、実際に市場に出回る種子の品質・状況について、スリランカ

政府側も認識しきれていない部分があった。その他、野菜種子プロジェクトの特徴として

は、次のような点が挙げられる。 

・野菜は雑多で、種子の種類が多い。 

・日本では民間主導でかつ国内の採種も限られているため、日本が協力するうえでの制

限が大きく、課題別研修等の積極活用が有効である。 

・官民の連携が不可欠。 

野菜種子生産システム全般には多種多様な活動があり、かつ官民ともに関連する機関も

多いため、同様のプロジェクトの検討にあたっては、野菜種子生産システムのうち、どの

活動にフォーカスをあてるのかより詳細な検討が必要である。また、市場の状況や政府制

度についての客観的な分析、加えて国内リソースの状況を加味して計画する必要がある。
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）において農業セクターは、国

内総生産（GDP）に占めるシェアは 12％にとどまるが、依然として国内労働人口の 32％を抱えて

いる。また、貧困層の 8 割は農村地域に居住しており、貧困層の所得向上のためには農業セクタ

ー振興が重要である。 

スリランカ政府は、独立以来、主食であるコメの国内自給達成を目標に掲げ、優先的に取り組

んだ結果、2008 年以後は国内自給を達成するようになっている。一方コメ以外の作物は、輸入依

存度が高く、食料安全保障の確保、外貨流出の低減、輸出促進の面から、生産性の向上が必要と

されている。 

認証野菜種子生産システム強化プロジェクト（以下、「本プロジェクト」と記す）計画時のス

リランカの中長期国家開発計画1では、野菜、コメ以外の穀類や豆類の自給率の改善の重要性が示

されており、質の高い種苗が使われていないことが農業分野の重要な課題であると指摘されてい

る。計画時、農業局（Department of Agriculture：DOA）に品質を認証された認証種子の割合は野

菜種子の全供給量のうち 4～35％であり、これは種子生産、種子加工、種子認証、販売に関する

能力が十分でないためと考えられていた。なお当時、スリランカは毎年約 250t の野菜種子を輸入

しており、国内の種子生産量は 90t であった。 

このような背景の下、スリランカ政府は質の高い野菜種子の生産技術を開発・普及し、農業生

産性と質を向上させることを目的とした技術協力プロジェクトの実施を日本政府に要請した。 

本プロジェクトは、種子生産・配付計画策定能力の向上、官民の野菜種子生産技術及び品質管理

技術の向上を通じて、スリランカにおける認証種子の生産体制の改善をめざすものである。農業

省 DOA をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、2012 年 5 月より 2017 年 5 月までの 5

年間の予定で実施されている。 

本終了時評価調査は、2017 年 5 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績・成果

を評価・確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び今後の類似事業の実施に

あたっての教訓を導くことを目的として実施された。 

 

１－２ 調査団構成と日程 

終了時評価調査団の構成を以下に示した。 

 

（1） 日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 三村 一郎 JICA 農村開発部第一グループ第二チーム 課長 

野菜種子生産 宮崎 省次 元（株）サカタのタネ 執行役員 

協力企画 田中 智子 JICA 農村開発部第一グループ第二チーム 職員 

評価分析 田村 智子 かいはつマネジメント・コンサルティング 

 

                                                        
1 “Mahinda Chintana, The Vision for the Future” (2010-2016)”, 2010. 
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（2） スリランカ側 

氏 名 所 属 

Mr. W.M.D Wasala Additional Director, SCPPC, DOA 

Mr. H.M.J.K. Herath Assistant Director, SPMDC, DOA 

Ms. V. D. N. Ayoni Agricultural Economist, SEPC, DOA 

 

【調査日程】詳細は付属資料 ANNEX 1 を参照のこと。 

2017 年 1 月 9 日（月）～1 月 27 日（土） 

なお、評価分析団員は 1 週間先行して調査を開始、野菜種子生産・協力企画団員は 1 月 17 日

（火）から合流、総括は 1 月 22 日（日）から合流。 

 

１－３ 対象プロジェクトの概要（PDM 第 5 版） 

本プロジェクトは、対象地域における認証種子の生産体制の改善を目的としたものである。プ

ロジェクト要約は表－１のとおりである。PDM 第 5 版は付属資料 ANNEX 3 を参照のこと。 

 

表－１ プロジェクト要約（PDM 第 5 版） 

上位目標 市場に出回る野菜種子のうち、農業局が定める基準2を満たしている種子の量3

が増加する 

プロジェクト目標 対象地域の野菜の認証種子の生産体制が改善される 

成果 1. SPMDC の種子生産・配付計画策定能力が向上する 

2. 官民の野菜種子生産技術が向上する 

3. 官民の野菜種子の品質管理技術が向上する 

協力期間 2012 年 5 月 14 日～2017 年 5 月 13 日（5 年間） 

先方実施機関 農業省農業局 

日本側実施機関 - 

プロジェクト対象

地域 

1. クンダサレ政府種子農場及びその周辺 

2. アルッタラマ政府種子農場及びその周辺 

3. マハイルパラマ政府種子農場及びその周辺 

4. ニカウェラティヤ SPMDC 地方事務所及びその周辺 

ターゲットグループ ・種苗開発センター（Seed and Planting Materials Development Centre：SPMDC）、

種子認証植物防疫センター（Seed Certification and Plant Protection Centre：

SCPPC）、政府種子農場（Government Seed Farms：GSF）、種子認証サービス

（Seed Certification Services：SCS）、種子検査室（Seed Testing Laboratory：

STL）、種子販売所（Seed Sales Centre：SSC）を含む DOA 及び関連機関の職

員約 100 名 

・政府契約種子農家約 100 世帯 

・民間種子生産会社職員及び民間種子契約農家 

  

                                                        
2 「種苗認証基準」（2009 年種子認証サービス発行） 
3 DOA による認証種子（DOA の生産種子、民間の生産種子）及び民間による独自の認証種子 
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第２章 終了時評価調査の方法 
 

２－１ 評価の枠組みとデータ収集方法 

終了時評価調査で確認すべき事柄を評価グリッド（付属資料 ANNEX 4 を参照）にまとめ、こ

れを基に必要なデータを収集し、成果やプロジェクト目標の達成状況を終了時評価時のプロジェ

クト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画（Plan of Operations：

PO）第 5 版に照らし合わせて検証し、5 項目評価を行った。 

データ収集は以下の方法により実施した。 

①プロジェクト報告書・関連資料のレビュー 

②プロジェクト・チーム（JICA 専門家チーム及びスリランカ側 C/P）、農業省、DOA、C/P 組

織職員、民間種子生産業者、政府契約種子農家、民間契約種子農家とのインタビューやディ

スカッション（主要面談者は付属資料 ANNEX 2 に示した） 

③サイト実査（対象地域政府種子農場、契約種子農家、民間種子生産業者など） 

プロジェクトの実施プロセスについては下記のような項目に関する情報を収集した。 

・これまでに行われた PDM 改訂の内容 

・合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）の開催状況 

・プロジェクト月例会議の開催状況 

・効果発現に貢献した要因 

・問題点及び問題を惹起した要因 

 

２－２ データ分析方法 

5 項目評価に関しては主な設問項目を表－２のとおり設定した。 

 

表－２ 評価 5 項目の設問項目 

評価 5 項目 設問項目 

妥当性 スリランカの開発政策との整合性 

スリランカの開発ニーズとの整合性 

日本の援助方針との整合性 

有効性 プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標達成の貢献・阻害要因 

効率性 投入 

活動実績 

成果達成状況 

インパクト 上位目標の達成見込み 

その他の正負のインパクト 

持続性 政策・制度面 

C/P の組織 

C/P の技術 

C/P の財務 
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上述の方法により収集したデータを取りまとめて団内で検証を行い、達成・進捗状況や計画と

実績の差異やその原因や背景を分析した。分析結果を日本側終了時評価調査団員が終了時評価報

告書案（英文）にまとめ、プロジェクト専門家、スリランカ側終了時評価調査団員及びプロジェ

クトの C/P 組織の代表者と協議を行った。協議において指摘・合意された事項を同報告書案に反

映させ、最終報告書（英文）を作成し、2017 年 1 月 27 日に開催された JCC で承認を得た（付属

資料参照）。 

本和文報告書は、上述の英文報告書を基に、日本側終了時評価調査団員内での協議、プロジェ

クト専門家、JICA 農村開発部、JICA スリランカ事務所との協議内容を反映させたものである。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

表－３は日本側の投入を示す。詳細は付属資料 ANNEX 5 を参照のこと。 

 

表－３ 日本側投入 

項 目 計 画 実績（完了時までの見込み） 

専門家 合計 222 人/月 

・長期 3 名 

総括/認証種子生産体制、種子検査/

訓練、業務調整/種子生産 

・短期 

種子検査、種子病理、植物病理、農

家経済経営、市場調査、収穫後処理

合計 205 人/月 

・長期 4 名（195.8 人/月） 

総括/認証種子生産体制、種子検査、種子生産、

業務調整/訓練 

・短期延べ 7 名（9.4 人/月） 

種子生産計画、種子病理、植物病理、種子流

通販売、優良種子評価、種子収穫後処理技術

本邦/ 

第三国 

研修 

種子生産と認証 

（参加者数の計画なし） 

・本邦研修 37 名：種子行政、種子検査、野菜

種子生産、植物病理、種子病理 

・第三国研修14 名：国際野菜訓練コース（タイ）

・合計 51 名 

機材供与 車両、スプリンクラー灌漑施設、点滴

灌漑施設、種子加工・検査機材 

約 82 百万ルピー（種子生産、種子検査、種子

調整機材など） 

事業費 3.6 億円 3.56 億円 

 

（1） JICA 専門家 

計画時、長期専門家の派遣は 3 名の予定であったが、2012 年 12 月に開催された第 1 回の

合同調整会議で、これを 4 名とすることが決定された。その理由は、計画時、2 カ所の対象

地域で活動を始め、中間レビュー時に 4 カ所に拡大することを検討する計画であったが、上

述の会議でプロジェクト開始当初より 4 カ所にて活動を実施することになったため、業務調

整/種子生産を担当する専門家の業務量が増加したことにあった。4 人目の長期専門家（業務

調整/研修）は 2013 年 5 月に着任した。 

種子検査を担当する長期専門家の任期が 2014 年 5 月に終了した。プロジェクト開始当初

より、SCS は国際種子検査協会（International Seed Testing Association：ISTA）のルールに沿

った検査を実施しており、プロジェクトの活動により検査手順の合理化や発芽検査の標準化

がさらに進んだことから、長期専門家によるさらなる協力は必要ないとの判断となり、後任

は派遣されなかった。プロジェクト後半は、種子検査分野の協力を主に本邦研修・現地研修

を通じて、種子病理分野での協力を短期専門家により実施した。 

専門家の業務を補佐するため、2013 年 7 月よりローカルコンサルタントを 1 名雇用してい

る。 

 

（2） 本邦及び第三国研修 

本邦及び第三国研修の実績は表－４のとおりである。 
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表－４ 本邦及び第三国研修（完了時までの計画を含む） 

訓練名 参加者数 場 所 

Seed administration 8 日本 

Vegetable seed production 5 日本 

Seed testing 6 日本 

Seed health 1 日本 

Seed pathology 2 日本 

Plant pathology 3 日本 

Farm machinery 3 日本 

ICT 3 日本 

Quality control system of seeds and seedlings 4 日本 

Vegetable production technology 2 日本 

International vegetable training course 14 タイ 

合 計 51  

出所：JICA 専門家チーム 

 

終了時評価調査団は、研修参加者数名にインタビューをする機会を得た。研修参加者は「知

識や技能を向上させるために研修は有意義であった」「研修内容が業務と直結しており実用的

であった」との意見であった。SCS からは、「種子認証、特に圃場検査を含む種子検査につ

いての知見を得る機会があれば有用であった」との意見もあった。 

一方、数カ月後に定年退職する予定でありながら、SCPPC のディレクターと民間企業の社

長が本邦研修に参加したのは適切とはいえない。また、研修に参加した民間企業のアシスタ

ントディレクターが退職し、本邦研修に参加したマハイルパラマの農業普及員（Agriculture 

Instructor：AI）が帰国後 2 週間で配置換えとなったのは遺憾である。ただし、中間レビュー

以降はこのようなことは起こっていない。 

研修参加者は研修で得た知見を基に帰国後のアクションプランを作成している。研修の成

果を確認するために、プロジェクト完了までにこのアクションプランの進捗のフォローアッ

プをすることが望ましい。 

 

（3） 機材供与 

表－５は主な供与機材を示す。合計金額は 82 百万ルピーである4。一部を除き機材は予定

どおり調達された。種子調整用のカラーソーター、種子抽出機、種子コーティング機、種子

重力選別機の調達が 2014 年度に予定されていたが、調達過程に予想以上に時間を要し 2015

年末の納入となった。2015 年末の短期専門家の派遣に合わせて種子病理検査の機材が設置さ

れる予定であったが、納入業者の手続きの遅れにより間に合わなかった。しかしこれらの機

材はその後よく活用されておりプロジェクト活動の実施に大きな支障はなかった。 

種子コーティング機については 2015 年 10 月に設置されテスト運転及び一部作物での配合

試験等が実施されているが、終了時評価時点、SPMDC はカプシカムのコーティング 3 カ月

                                                        
4 本邦調達機材には為替レート 1LKR=0.80193JPY（2017 年 JICA レート）を適用した。 
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後発芽検査結果で品質に問題がないことを確認し、SCS より半年後、1 年後の発芽検査の必

要性が指摘されたためこれを実施すべく検討しているところであった。SPMDC は、他の作

物の検査も行うとともに、長期の発芽検査結果を踏まえてコーティング薬品配合、商品の使

用期限などの基準を制定する計画であり、本格的に使用されるのは同基準が設定された後と

なる見込みである。 

 

表－５ 主な供与機材 

項 目 目 的 

Nursery house, a drip and sprinkler irrigation systems with water pump and pump house, 

planting trays, digital cameras, GPS  

種子生産 

Seed processing (color sorter, film coating machine, gravity separator and seed 

extractor) 

種子調整 

Microscope camera, electric balances, magnifier lamps, optics carrier, PH meters, 

germination papers and other tools and equipment for seed testing. 

種子検査 

Testing equipment for seed health, such as cooling incubators, plant growing chamber, 

ELISA leader 

種子病害検査 

Microscope digital camera, compact rotary microtome, system microscope, moisture 

meter and others 

植物病理研究 

Computers, a photocopy machine, air conditioners, a projector, office furniture and 

stationeries 

プロジェクト 

事務所 

出所：JICA 専門家チーム 

 

（4） 事業費 

日本側の事業費の計画は 3.6 億円であり、実績（完了までの見込み）は 3.56 億円であり、

計画内に収まる予定である（計画比 99％）。 

 

３－１－２ スリランカ側投入 

スリランカ側の投入実績は表－６のとおりである。 

 

表－６ スリランカ側投入の実績 

項 目 内 容 

C/P 職員の配置 延べ 45 名 

便宜供与 プロジェクト事務所 

研修実施に必要な教室、資材、用具など 

プロジェクトの 

ローカルコスト負担 

C/P 職員研修参加時の手当、プロジェクト事務所の電気・水道代、プロジ

ェクトで供与した機材購入にかかる税金など 

その他の追加投入 種子病害検査ユニットの建設、データベースシステム運用に必要な機材・

施設の調達、種子調整機材設置用建屋の整備、苗床用ポリトンネルの設置

など 
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３－２ 活動実施状況 

成果 1 と成果 2 にかかる活動は、一部遅延したもののおおむね計画どおりに実施された。成果

3 にかかる活動は計画どおりに実施された。各成果にかかる活動の進捗状況を表－７に示した（詳

細は付属資料 ANNEX 6 を参照）。 

 

表－７ 成果 1 にかかる活動の進捗状況 

活 動 進 捗 

1-1. 官民が参加する定期的会合及び合同セミナーを開催する [A] 計画どおり進捗 

1-2. 対象地域における市場調査と生産・供給の実態調査を行う [A] 2012 年に完了 

1-3. 官民双方を対象とした、野菜種子の生産、輸入、供給、在庫に

関するデータベースを構築する 

[B] 2016 年 10 月に完了（遅れ

あり） 

1-4. データベース及び昨期の生産計画のレビューに基づいて、種子

の生産計画（マハ期、ヤラ期）5を策定する 

[C] 1-3 の遅れにより未実施 

1-5. 種子配付・販売サービスの現況評価を行い、改善計画を作成す

る 

[A] 2013 年に完了 

1-6. DOA モデル種子販売所において、改善計画（1-5）に基づいた

活動を実施する 

[B] ワーゴッラ販売所の活動

は完了。バタラゴダ販売

所の活動は 2017年に実施

予定。 

[A] 計画どおり完了もしくは継続中 

[B] 遅れはあるが進捗中もしくは遅れたが完了 

[C] 進捗なしもしくは完了しない予定 

 

表－８ 成果 2 にかかる活動の進捗状況 

活 動 進 捗 

2-1. ハイブリッド種子、原種種子及び標準種子の生産に関する現状

レビューを行う（ベースライン調査を含む） 

[A] 2012 年に完了 

2-2. 政府種子農場の種子生産、調整、品質管理にかかる機材を導入、

更新する 

[B] 遅れはあったが 2015年に

完了 

2-3. 優良種子の生産に関して、政府及び民間の技術職員、普及員、

契約農家向けに実技研修を行う 

[A] 計画どおり継続中 

2-4. 優良種子の生産に関して、生産者向けの技術マニュアルを作成

する 

[B] 2017 年 2～3 月に完了予

定 

2-5. 研修を受けた普及員が、研修を受けた契約農家による技術の適

用を促すため、フォローアップ訪問を行い圃場で指導する 

[B] 2015 年と 2016 年は契約

野菜種子生産の委託数が

極端に少なく、普及員が

フォローアップ訪問を行

う機会は限定的であっ

た。 

 

  

                                                        
5 スリランカには年 2 回耕作期がありヤラ期とマハ期と呼ばれている。 
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表－９ 成果 3 にかかる活動の進捗状況 

活 動 進 捗 

3-1. 種子認証システムの現行手順及び施設の評価調査を実施し、改

善計画を作成する 

[A] 2013 年に完了 

3-2. 種子検査に関する技術マニュアル及び研修教材を作成する [A] 2013～14 年に完了 

3-3. 政府及び民間の技術職員、AI に対して、種子の品質管理（圃

場検査と種子検査）に関する研修を行う 

[A] 2013～14 年に完了 

3-4. 種子生産者に対して、優良種子を準備するための研修を行う [A] 計画どおり継続中 

3-5. 野菜種子マーケットの現状把握のため、種子検査やラベルチェ

ックを含む「市場に出回る種子の品質調査」を実施する 

[A] 2016 年に完了 

 

３－３ 成果の達成状況 

３－３－１ 成果 1：SPMDC の種子生産・配付計画策定能力が向上する 

生産計画に関する 2 つの指標の達成度は中程度、配付に関する指標の達成度は良好であり、本

成果の達成度は中程度である。プロジェクト期間を通じて官民合同セミナー（Joint Private and 

Public Seminar：JPPS）は定期的に開催され、JPPS における討議を踏まえ JPP アクションプラン

（Joint Private and Public Action Plan）がまとめられたこと、JPPS での提案を基に官民の代表者か

らなる種子産業開発調整委員会（Seed Industry Development and Coordinating Committee：SIDCC）

が組織されたことは重要である。販売改善に関しても期待どおりの進捗があった。しかし、JPP

アクションプランの民間との共有、委員会の第 1 回会合の開催、種子関連データベースシステム

の生産・配付計画への活用などの取り組みが今後必要な状態である。 

 

表－10 成果 1 の達成状況 

指 標 達成状況 

1-1. セミナーや定期会議で民間及び政府から提起された課題を解

決するための対応策が実施される 

[B] 順調に進捗しているがさ

らに推進が必要。 

1-2. 民間セクターのニーズを考慮した、原種種子の生産計画が策定

される 

[B] 進捗しているがさらに推

進が必要。 

1-3. プロジェクトで 2 カ所のモデル DOA 種子販売所の改善がなさ

れたのち、さらに 2 カ所の DOA 種子販売所が改善される 

[A] 1 カ所のモデル販売所が

改善され、さらに 10 カ所

の DOA 種子販売所が改

善された。 

 

指標 1-1：セミナーや定期会議で民間及び政府から提起された課題を解決するための対応策が

実施される 

（1） JPPS の実施 

中間レビュー以降も JPPS は定期的に開催され、同セミナーにおける討議を踏まえ JPP ア

クションプラン（付属資料 ATTACHMENT-1）がまとめられ、セミナーでの提案を基に官民

の代表者からなる委員会（SIDCC）が組織された。アクションプランは DOA の社内文書と

して各部局に承認されている。SIDCC は準備会議が開かれ、種子の国内生産・輸入に関する

方針を検討するワークショップの開催が 2016 年に企画されたが延期された。 



－10－ 

（2） ハイブリッド品種のトレーニング 

民間セクターの要望に応え、園芸作物研究開発所（Horticulture Crop Research and 

Development Institute：HORDI）と SPMDC により 2015/2016 マハ期にハイブリッド品種のト

レーニングが開催されたことは、JPPS の提案の具体化のもう 1 つの例といえる。 

 

（3） 民間代表者の月例会議や JCC ミーティングへの出席 

スリランカ種子生産者協会（Seed Producers Association of Sri Lanka：SPASL）の代表者は

JPPS に加え、プロジェクトの月例会議や JCC ミーティングへも常時出席し、民間を対象と

したプロジェクト活動の企画・調整などに貢献した。 

 

指標 1-2：民間セクターのニーズを考慮した原種種子の生産計画が策定される 

（1） JPPS での情報共有 

前述の JPPS（開始当初の呼称は、「原種種子生産セミナー」）の開催により両者の間での情

報共有が進んだ。例えば SPMDC からは、原種種子の生産量や在庫量に関する情報が提供さ

れ、SCPPC 職員や JICA 専門家からは、輸入種子の現状、種子法の施行状況、種子病理など

の話題に関するプレゼンテーションが実施され、民間からの参加者にとって重要と思われた。

また以前は、民間企業から SPMDC に不定期に提出されていた原種種子の必要量に関するリ

ストが、当セミナー時に一度に提出されるようになり、SPMDC の原種種子生産計画策定の

作業効率向上に貢献している。 

 

（2） データベースシステム 

種子・種苗情報管理システム“Seed and Planting Material Information System”は 2016 年 10

月に正式に使用が開始された。終了時評価時、いくつかの事務所ではデータ入力が開始され

ていた。現在ほとんどが手作業で実施されている SPMDC と SCPPC の各事務所での記録や集

計・分析、郵便書留を使った報告書送付が、同システムを使用することで効率化される予定

である。計画時、プロジェクト対象地域を対象とする野菜種子のデータベースの導入を想定

していたが、DOA の強い意向によりコメ、その他畑作物（Other Field Crops：OFC）、野菜を

対象とすることになり、対象地域も全国に拡大され、作業範囲も生産、加工、検査、貯蔵、

販売及び会計をカバーすることになった。開発に時間はかかったものの、データベースは包

括的なものとなった。 

DOA 傘下の情報通信センター（Information and Communication Center：ICC）はデータベー

スシステムの技術訓練と導入の進捗モニタリングを行っている。終了時評価時、コンピュー

タが不足していたりインターネットが導入されていない事務所もいくつかあり、これを充足

すべく ICC、SPMDC、SCPPC は業者への手配や予算措置を進めている。 

 

（3） 地方種子委員会（Regional Seed Committee：RSC） 

SPMDC は全国各地で組織されている RSC を原種種子の要請聴取と配付の拠点として活用

することを考案しており、2017 年ヤラ期からマハイルパラマで試行する予定である。 
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指標 1-3：プロジェクトで 2 カ所のモデル DOA 種子販売所の改善がなされたのち、さらに 2 カ

所の DOA 種子販売所が改善される 

プロジェクト活動の一環としてワーゴッラ種子販売所にボトルクーラー（一種の冷蔵庫）が

設置された。ボトルクーラーは主にキノコ種子の保管に使用されている。キノコ種子は常温で

の保管が困難であり、以前は顧客が買いに来ても販売店では必要数を提供できないことが多か

ったが、ボトルクーラーの設置によりこれが改善され、キノコ種子の販売数が急増した（図－

１）。SPMDC はこれを評価し、他の 10 カ所の販売所にボトルクーラーを設置した。プロジェ

クトの活動としてバタラゴダ種子販売所に冷蔵室が設置される予定であったが、SPMDC が他

の販売所へも冷蔵室の設置を予定していることから、バタラゴダについても SPMDC の一般予

算により設置が実施されることになった。設置は 2017 年半ばに完了予定である。 
 

 

図－１ ワーゴッラ販売所のキノコ種子販売実績 

 
３－３－２ 成果 2：官民の野菜種子生産技術が向上する 

成果 2 の 3 つの指標はいずれもほぼ達成されており、本成果の達成状況は良好である。中間レ

ビュー時、SPMDC 職員はプロジェクトで導入した技術の適用や効用について消極的な態度であ

ったが、その後、実践を通して多くの職員がこれらの技術の効用や重要性を理解するようになっ

た。これは、JICA 専門家の継続的な技術指導や、国内外の研修機会の提供、DOA の通達発信に

よる技術適用の奨励などの結果である。中間レビューの提言を受けプロジェクト後半は、JICA 専

門家に代わって SPMDC の職員が種子生産研修を実施するようになった。研修参加者の満足度や

研修内容の理解度も高く、研修が効果的に実施されたといえる。対象地域の GSF では、本プロジ

ェクトで導入した技術が積極的に実践されている。民間の種子会社もプロジェクトが主催した国

内外の研修で得た知見を生かし、種子生産の改善を図っている。 

 

表－11 成果 2 の達成状況 

指 標 達成状況 

2-1. 種子生産研修参加者の 75％が研修後のテストに合格する [A] ほぼ達成 

2-2. 種子生産研修参加者の 80％が研修が有用と考える [A] ほぼ達成 

2-3. DOA の通達に沿って政府種子農場がプロジェクトで紹介した技術を採用する [A] ほぼ達成 
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指標 2-1：種子生産研修参加者の 75％が研修後のテストに合格する 

表－12 のとおり、種子生産研修参加者の 75％が研修後のテストに合格している。中間レビ

ューの提言を受け、種子生産研修が SPMDC 地方事務所の職員を中心に計画実施されるように

なったことは評価に値する。研修の前には計画会議が、のちには評価会が実施されている。 

 

表－12 種子生産研修後に実施したテスト結果 

耕作期 地方事務所 
テスト 

受験者数 
平均点 合格点 合格者数 

合格率

（％） 

Yala 2014 

Aluttarama 15 4.3/7
Pub：>4

Prv：>3.5
13 87

Kundasale 23 4.4/7
Pub：>4

Prv：>3
22 96

M.I. 30 4.5/7 >4 26 87

Yala 2015 

Aluttarama 18 8.7/10 >5 18 100

Kundasale 25 47.0/10 >5 19 76

M.I. 19 7.7/10 >5 15 79

Nikaweratiya 20 8.0/10 >5 20 100

Maha 2015/16 

Aluttarama 訓練中止 

Kundasale 31 7.3/10 >6 29 94

M.I. 60 9.1/10 >6 60 100

Nikaweratiya 31 7.8/10 >6 30 94

Yala 2016 
Master Trainers’ 

Training 
12 18.8/21 18 10 83

出所：JICA 専門家チーム 

注：2015/16 年マハのアルッタラマでの研修は圃場の状況が良好でなかったため実施されなかった。 

2014/15 年マハ期に研修が実施されなかったのは、中間評価時の提言を受け、研修実施のリーダーシップを

JICA 専門家から SPMDC 職員に移行させる方法が検討されている最中であったため。 

 

指標 2-2：種子生産研修参加者の 80％が研修が有用と考える 

表－13 のとおり、種子生産研修実施後のアンケート調査の結果、参加者の 80％以上が研修

が有用であったと考えていることがわかる。 

当初、研修はすべて GSF で実施されていたが、農民の継続的な参加を促すため、クンダサレ

地方事務所の提案により、農村における研修が実施された。これまでクンダサレ事務所はキリ

ワンデニヤ村とリキッラガスカダ村で、ニカウェラティヤ事務所はニカウェラティヤ村とマハ

ワ村で村落における研修を実施した。ニカウェラティヤ事務所は現在ガルガムワ郡のパラクダ

ーウェワ村で研修を実施中である。研修では農民のリーダーや女性組合などが活躍している。

このように、農民の継続的な参加が得られる村落ベースの生産研修のモデルが作られたことも

重要な成果である。 

SPMDC、SCS 職員をマスタートレーナーとして育てるための研修が、JICA 専門家により 2016

年ヤラ期に実施された。研修参加者はその後、種子生産訓練の実施において中心的な役割を担

っている。 
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表－13 種子生産研修実施後のアンケート調査の結果 

耕作期 地方事務所 質問数 合格者数 合格者の割合（％）

Yala 2014 

Aluttarama 22 17 77 

Kundasale 25 22 88 

M.I. 40 37 93 

Yala 2015 Aluttarama 18 16 89 

 Kundasale 24 18 75 

 M.I. 18 14 78 

 Nikaweratiya 19 16 84 

Maha 2015/16 Aluttarama Training Terminated 

 Kundasale 31 31 100 

 M.I. 60 55 92 

 Nikaweratiya 30 25 83 

Yala 2016  Master Training 12 12 100 

出所：JICA 専門家チーム 

 

指標 2-3：DOA の通達に沿って GSF がプロジェクトで紹介した技術を採用する 

（1） DOA の通達 

中間レビューの提言に基づき、プロジェクトで紹介した生産技術を GSF で積極的に適用す

るべく 2014 年 10 月に SPMDC は通達を発信した（SPD/2/3/JICA/2012）。その後プロジェクト

では、紹介する生産技術の背景を理解することの重要性に立ち返り、良い野菜種子生産実践

（Good Vegetable Seed Production Practice：GVSPP）（付属資料 ATTACHMENT-2 参照）を作成

した。GVSPP は 21 項目から構成されるチェックリストであり、種子生産過程において生産

者が注意すべき点を網羅している。SPMDC はこれを受け、プロジェクト対象 GSF に対して

これに準じて種子生産を実施するよう通達を出した。 

 

（2） GSF における技術の適用 

終了時評価では、GSF においてプロジェクトで紹介した技術が積極的に使われていること

が確認できた。GVSPP を必須のチェックリストとして活用している農場もあった。中間レビ

ュー時、SPMDC 職員はプロジェクトで紹介した技術の適用や効用について消極的な態度で

あったが、その後、実践を通して多くの職員がこれらの技術の効用や重要性を理解するよう

になった。これは、JICA 専門家の継続的な技術指導や、国内外の研修機会の提供、DOA の

通達発信による技術適用の奨励などの結果である。すべての農場が育苗の際のトレイとポッ

トの使用、播種や定植前の水撒き、苗床の土壌管理、種苗管理、畝づくり、土壌消毒、定植

密度・ナス科植物の一本植え、剪定、ネット使用、種子の適切な乾燥、といった技術を取り

入れており、土壌の覆い・マルチングについてもときどき実施されている。クンダサレ農場

では、ナスの接ぎ木の成功率が顕著に改善した（30％が 90％に改善）。マハイルパラマ農場

は苗床用の土壌の消毒の実施状況が良好である。アルッタラマ農場では苗床用の土壌に燻炭

を積極的に活用している。移植時の根の保護の重要さもすべての農場で理解されるようにな
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った。 

 

（3） 職員の理解度の向上や経験 

対象地域のすべての SPMDC 地方事務所や GSF では、マスタートレーナーを含む研修や農

民への指導の核となる職員が数名育っている。SCS 地方事務所の職員も種子生産研修や農民

への指導で協力している。 

 

（4） 民間種子生産者 

種子生産研修には民間の種子生産者も参加した。民間種子生産者はタイにおける第三国研

修にも参加した。終了時評価ではベストシーズ社とヘイレイズ・アグロファーム社にインタ

ビューをした。ベストシーズ社は国内外の研修で得た知見を活用し、種子検査室や種子貯蔵

室の改善、農民データベースの構築、各種の生産技術の適用などを実施している。タイでの

研修で学んだミツバチによる受粉技術も採用している。ヘイレイズ・アグロファーム社は、

ハイブリッド品種の栽培技術トレーニングで得た知見を活用している。 

 

（5） 野菜種子生産マニュアル 

野菜種子生産マニュアルが JICA 専門家により作成され、HORDI と SPMDC 職員がこれを

確認し英語版が完成した。終了時評価時はシンハラ語への翻訳が終了しており、SPMDC が

これを校正中であった。2017 年の 3 月には印刷と関係機関への配付が完了する計画である。 

 

（6） 種子調整機材 

クンダサレ農場に各種の種子調整機材が導入され、種子調整の効率が向上した。以前は、

各耕作期の種子調整に約 2 カ月を要していたが、種子調整機材の設置以降はこれが 2 週間で

実施できるようになった。種子調整時間の短縮は、種子の品質を保ち、適時の販売を希望す

る種子販売業者の要求に応えるために重要である。調整時間の短縮にはカラーソーターが大

きく貢献している6。 

クンダサレ農場長によれば、種子調整機材の導入は品質向上にも貢献しているとのことで

ある。同農場長の説明では、調整後の種子の純度が 95％から 99％に、水分含有量が 9％から

5％～7％に、検査室での発芽率が約 10％それぞれ改善したとのことである（平均値）。SPMDC

はこれらの機材を民間業者にも貸し出す方針であり、終了時評価時、種子抽出機は既に貸し

出しの実績があった。また、終了時評価団の民間業者へのヒアリング時にも企業側から同機

材に対する質問があり、民間業者側からの関心も高いことがうかがえた。 

種子コーティング機が 2015 年 10 月に野菜種子センター（Vegetable Seed Centre：VSC）に

設置された。コーティングはスリランカにとって新しい技術であり、DOA は薬剤・ポリマー

の配合やコーティング後の使用期間などの基準をもっていないため、まずこれらを策定する

委員会が組織された。終了時評価時はカプシカム種子をコーティングし、水分含有量や発芽

率の検査を実施しているところであった。今後は、チリ、メロン、オクラ、ニガウリの検査

も予定されている。なお、いずれの機材もスリランカ側により適切にオペレーション・メン

                                                        
6 カラーソーターの設置前は 5 名の職員が手作業でソーティングしており、1 人が 1 日にソーティングできる量は約 2kg であ

った。これに対してカラーソーターは一度に 20～30kg の種子を瞬時にソーティングできる。  
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テナンスされていた。 

 

３－３－３ 成果 3：官民の野菜種子の品質管理技術が向上する 

成果 3 の 5 つの指標はいずれも達成されており、本成果の達成状況は良好である。SCPPC の下

部組織である種子検査室（Seed Testing Laboratory：STL）では、JICA 専門家による改善提案が実

践され、同専門家により作成されたマニュアルやハンドブックは職員研修などで活用されており、

これらによる検査手順の合理化や発芽評価の標準化が図られている。 

JICA 専門家と HORDI による野菜病害のフィールド調査の結果、同国における種子伝染病拡大

の深刻さが明らかになった。これを受けプロジェクトでは、SCPPC や HORDI 職員の種子病理や

植物病害診断の検査技術向上に取り組み、同職員は細菌（バクテリア）、ウィルス、糸状菌（カビ）

の種子検査の基本技術を習得した。 

中間レビュー時の提案を受け、市場の種子の品質に関する調査が実施され、計画どおり、調査

結果に基づきアクションプランが策定された。 

 

表－14 成果 3 の達成状況 

指 標 達成状況 

3-1．改善計画で提言された対応策が種子検査プロセスで実践される [A] 達成 

3-2．種子検査の研修参加者の 75％が研修後のテストに合格する [A] 達成 

3-3．種子検査手順のハンドブックが完成し、活用される [A] 達成 

3-4．カビとバクテリアの種子病理検査が実施される [A] 達成 

3-5．「市場に出回る種子の品質調査」の結果に基づきアクションプランが作成

される 
[A] 達成 

 

指標 3-1：改善計画で提言された対応策が種子検査プロセスで実践される 

種子検査分野の JICA 専門家が、2014 年に以下のような検査手順の改善を提案した。終了時

評価調査時に確認したところ、その後、STL はほとんどの提案を実施している。発芽検査用紙

については検証の結果、既存のものがスリランカの気候に合っていると判断しており変更して

いない。 
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表－15 JICA 専門家による検査手順の改善を提案（2014 年 5 月） 

 
出所：JICA 専門家報告書 

 

指標 3-2：種子検査の研修参加者の 75％が研修後のテストに合格する 

指標 3-2 は、種子検査分野での研修参加者の理解度を測るものである。種子検査行程や発芽

評価検査に関する研修が JICA 専門家により STL 職員に対して実施された。ほとんどの職員が

研修終了後のテストに合格したことから当指標は達成されている7。 

 

指標 3-3：種子検査手順のハンドブックが完成し、活用される 

JICA 専門家は以下のようなマニュアルやハンドブックを作成した。 

・電子重量計使用マニュアル 

・種苗評価マニュアル 

・種苗評価標準化実習マニュアル 

・発芽 pH 測定実習マニュアル 

SCSや STLの職員はこれらのマニュアルやガイドブックを日常作業や研修実施時に適宜参照

している。種苗評価マニュアルが最も活用頻度が高い。 

 

指標 3-4：カビとバクテリアの種子病理検査が実施される 

JICA 専門家と HORDI による植物病害、特に種子伝染性病害の発生調査がカルピティヤ、ヌ

ワラエリヤ、キャンディを中心に実施され、同国における種子伝染病、特にトマトかいよう病

（Bacterial canker）、スイカ果実汚斑細菌病（Bacterial fruit blotch：BFB）（悪斑細菌病）、アブラ

ナ科野菜黒腐病（Black rot）の蔓延の深刻さが明らかになった。これらは世界的（国際的）な 3

大種子伝染性病害であり、各国とも種子生産や種子の輸出入で非常に警戒している病害であ

る。これを受けプロジェクトでは特に後半、種子や植物病害診断の検査技術の向上に力を入れ

た。 

                                                        
7 研修終業後、研修で学んだことの理解度を確認するためクイズを実施した。58 名の参加者のうち 53 名が正しく回答した。 
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種子病害検査ユニット（Seed Health Testing Unit：SHTU）が DOA の資金で建設され、プロジ

ェクトにより機材調達設置され 2015 年 8 月にオープンした。SHTU と HORDI の職員は JICA

専門家や本邦研修で種子病理や植物病害診断の技術を集中的に学んだ。その結果、目標であっ

た細菌（バクテリア）、糸状菌（カビ）、ウィルスの基本的な検査ができるようになった。細菌

やウィルスの検査ができるのはスリランカで SHTU だけであり、民間業者からも検査依頼が来

ている。表－16 は SHTU における検査実績を示す。 

 

表－16 種子病害テスト実施実績（細菌とウィルス） 

（2014 年から 2017 年 1 月 15 日まで） 

作 物 サンプル数 対象病害 適用技術 検査結果

Tomato 2 Bacterial canker Agar plate method + inoculation test Negative

Tomato 2 Virus Immuno-strips for Cmm Negative

Cabbage 1 Black rot (bacteria) Agar plate method + inoculation test Negative

Beans 2 Seed borne bacterial diseases Agar plate method + inoculation test 
and grow out test 

Negative

出所：SCS 

 

表－17 種子病害テスト実施実績（カビ） 

（2014 年から 2017 年 1 月 15 日まで） 

作 物 サンプル数 対象病害 適用技術 検査結果 

Capsicum 13 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method Anthracnose; + (in 1 lot) 
Fusarium spp; + (in 1 lot) 
Alternaria spp; + (in 1 lot  

Bitter gourd 28 Seed borne fungal 
diseases 
 

Blotter method Anthracnose; + (in 16 lot) 
Fusarium spp.; + (in 1 lot) 
Cercospora spp.; + (in 1 lot) 

Tomato 12 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method Fusarium spp.; + (in 1 lot) 

Luffa  3 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method -  

Okra  11 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method -  

Snake gourd 9 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method Anthracnose; + (in 1 lot) 
Cercospora spp.; + (in 1 lot) 

Brinjal  18 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method Anthracnose; + (in 1 lot) 
Fusarium spp.; + (in 2 lot) 

Pumpkin  9 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method - 

Cucumber 6 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method - 

Bean  1 Seed borne fungal 
diseases 

Blotter method - 

出所：SCS 
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指標 3-5：「市場に出回る種子の品質調査」の結果に基づきアクションプランが作成される 

中間レビュー時の提案を受け、市場の種子の品質に関する調査が 2014/15 年マハ期と 2015 年

ヤラ期に実施された。この種の調査はスリランカで初めてであった。調査結果は官民の関係者

にも公開され、特に、フィールドデーと称する圃場での調査結果発表会では、異品種混入の深

刻さなど実例をもって提示することができ、民間の種子生産業者への重要な啓発機会となっ

た。調査報告書では、市場の種子には品質が不十分なものが相当量あることが明らかにされ、

改善の必要性のエビデンスとなった。調査結果は市場の種子の品質の現状を示すものであり、

本プロジェクトの上位目標の達成度を測る際のベースライン値として活用できる（図－２、図

－３及び表－18）。 

 

 
出所：市場に出回る種子の品質調査 2015 年ヤラ期よりスリランカ側評価者作成 

注：点線は SCS の基準である 75％の発芽率を、矢印は発芽率が低く改善が必要な作物を示す。 

図－２ 市場に出回る種子の品質調査結果—検査室での発芽率 

 

 
出所：市場に出回る種子の品質調査 2015 年ヤラ期よりスリランカ側評価者作成 

図－３ 市場に出回る種子の品質調査結果—圃場での発芽率 
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表－18 検査室での発芽率と圃場発芽率の差異検定結果 

 

出所：市場に出回る種子の品質調査 2015 年ヤラ期、p.15 

 

種子品質アクションプラン 

上述の市場に出回る種子の品質調査の 2014/15 年マハ期の調査結果に基づきアクションプラ

ンが作成され、2016 年 7 月の JCC で承認された（付属資料 ATTACHMENT3 を参照）。 

 

３－４ プロジェクト目標達成の見込み 

プロジェクト目標は「対象地域の野菜の認証種子の生産体制が改善される」である。本プロジ

ェクトにより官民の情報共有が促進された。種子検査技術が期待されたレベルに向上し、市場の

種子の品質向上のためのアクションプランの実践も始まっている。GSF は、導入された技術を積

極的に取り入れており、関連の職員は契約農家にこれら技術に関する技術指導もできるようにな

った。 

 

表－19 プロジェクト目標の達成状況 

指 標 達成状況 

1．政府及び民間セクター双方の情報共有が進んだと答える関係者が増

加する 

[A] 達成。 

2．DOA の職員の 80％以上が「種子データベースによってデータ処理

業務が効率化した」と考える 

[B] データベースシステ

ムがまだ本格稼働し

ておらず不明。 

3． 種子生産研修に参加した契約農家の 60％以上がプロジェクトで紹

介した技術を適用する8 

[B??] 2015 年の調査結果

は良好。近年の情報

はない。 

4．SCPPC がプロジェクトで導入した芽生評価検査マニュアルや教材を

使って在職者研修や新人研修を継続的に実施する 

[A] 達成。 

5．「市場に出回る種子の品質調査」の結果に基づき作成したアクショ

ンプランが実施される 

[A] 実施状況は良好。完了

時に要確認。 

                                                        
8 プロジェクトで紹介した技術のうち 1 つ以上を使う。 
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2015 年にプロジェクトで実施した調査では、契約種子生産農家の技術適用状況は指標で設定し

た 60％を超えているとの結果が得られているものの、終了時評価時に実施した同農家へのインタ

ビューでは、技術適用は難しいという声も聞かれ、最新状況の確認が必要な状況である。データ

ベースシステム活用による生産計画の改善は未実施である。これらから、プロジェクト目標の達

成度は中程度と判断する。 

 

指標 1：政府及び民間セクター双方の情報共有が進んだと答える関係者が増加する 

第 6 回官民合同セミナー（2015 年 9 月 11 日）での参加者アンケート調査によれば、同セミナ

ーに複数回参加経験のある回答者 20 名のうち 17 名（85％）が、情報交換が改善した（＝情報共

有が進んだ）、と回答している。第 7 回（2016 年 3 月 10 日）では、33 名中 30 名（91％）が改善

したと回答しており、セミナーを通じて情報共有が進んだといえる。 

 

指標 2：農業局の職員の 80％以上が「種子データベースによってデータ処理業務が効率化した」

と考える 

種子データベースの完成が遅延したため、データベースの入力を開始したところであり、利用

者の評価は不明である。 

 

指標 3：種子生産研修に参加した契約農家の 60％以上がプロジェクトで紹介した技術を適用する 

2015 年にプロジェクトで実施した調査では、契約種子生産農家の技術適用状況は指標で設定し

た 60％を超えているとの結果が得られている。 

 

 
出所：JICA 専門家報告書 

注：研修に参加した種子生産農家の中から SPMDC が数世帯選び、JICA 専門家がこ

れを訪問した。 

図－４ 研修で紹介された技術の農家による適用状況（n=28） 

 

研修を受けた農民のなかには習得した知見をよく活用し、生産技術を向上させ、種子生産を効

率化させている例もみられる（以下のコラム参照）。 
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＜種子生産の改善の経験を語る農民＞ 

終了時評価調査団は SPMDC ニカウェラティヤ地方事務所長の紹介で、クルネーガラ県バタラゴ

ダ地区のプンチバンダ氏を訪問した。同氏は約 15 年の経験をもつ種子生産者である。 

プロジェクトが主催した生産研修に参加し、そこで得た技術を適用しており、大変役に立つこと

がわかったという。今回の耕作期はキュウリの種子生産を受託し、400g の原種種子を SPMDC 地方

事務所から受け取ったが、研修で習ったとおり育苗にトレイとポットを使ったところ原種種子は

200g で足りた。残りの 200g は次のシーズンに自由に使っていいと同事務所から言われて大変得を

した気分である。トレイとポットを使って育苗をすると水やりもずいぶん楽である。このやり方だ

とバケツ 2 杯分くらいの水で足りるが、小さな苗を畑に植えて育てる以前のやり方だと水もたくさ

ん要るし、水やりも重労働である。2015 年のヤラ期は、耕作期の始まりに大雨が降ってそのあと

日照りとなった。トレイとポットで育てていた苗は木陰に置いていたため大雨や日照りによる被害

を被ることはなかったが、苗床に蒔いた種子は、大雨で流されたのか、その後の日照りで表土が硬

くなったのか、いずれにしても発芽しなかった。 

 

一方、終了時評価時に実施した研修参加農家へのグループインタビューでは、以下のような事

情から技術適用は難しいという声も聞かれた（アルッタラマ、ニカウェラティヤ、キリワンデニ

ヤ、リキッラガスカダなど）。 

・トレイやポットなどを買うために先行投資をする財力がない。 

・野菜種子買い上げ価格を考えると手間暇をかけるに十分値するか疑問。 

・種もみやコメの生産時期と重なるので忙しくて野菜種子生産に注力する時間がない。 

・一本植えや間引きは怖い。理論はわかるが、病害や日照りもあるので、全部なくなってしま

ったら困る。 

・研修で教えられたことを実践しなければいけないとは思っていなかった。 

・DOA にはお世話になっているので研修に参加した。 

・つい昔のやり方になってしまう。やり方を変えるのはなんとなく怖い。 

 

「３－６－６ 問題点及び問題を惹起した要因」で後述するとおり、2015年と 2016年は SPMDC

から農家への種子生産委託がごく少なかったため、研修に参加した農家の技術実践や、SPMDC

職員の農家訪問の機会は限定的であり、同職員による契約農家への技術支援・確認が計画どおり

に進まなかった。そのため当指標にかかる最新の情報はなく、「B??」と疑問符をつけた評価とな

った。 

このため、プロジェクト終了までにマハ期（2016/2017 年）の状況を確認する必要があること

をスリランカ側と確認した。なお、終了時評価でのインタビュー方法及び結果、2015 年にプロジ

ェクトが実施した調査方法及び結果を検証し、指標のモニタリング方法については、次の点で議

論の余地がある。 

・プロジェクトが紹介した技術の適用状況を確認する手段について、PDM では契約農家へのイ

ンタビュー結果と提示されているが、タイミングの問題があり、インタビュー時に実際の技

術を目視で確認することは困難である。 

・実際には研修を踏まえて試行的に技術を試している農家が多いが、「技術を適用しているか」
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という問いに対して試行的に試している場合、Yes か No の判断が各農家によって異なる可

能性が高い。また、インタビュアーの誘導も同等である。 

・プロジェクトでは 21 項目のチェックリスト（GVSPP）の導入を行っているように、種子生

産過程において生産者が注意すべき点は多く、1 つの技術に特化したものではない。 

 

これらの点を踏まえ、プロジェクト専門家とマハ期（2016/2017 年）における本指標のモニタ

リング方法について議論した結果、GVSPP をモニタリングツールとして活用する可能性が提示さ

れた。今後、関係機関と協議のうえ、具体的なモニタリング方法を検討することが望まれる。 

 

指標 4：SCPPC がプロジェクトで導入した芽生評価検査マニュアルや教材を使って在職者研修や

新人研修を継続的に実施する 

表－20 のとおり、SCPPC はプロジェクトで導入した芽生評価検査マニュアルや教材を使って在

職者研修や新人研修を継続的に実施している。 

 

表－20 種子検査マニュアル類を活用して実施した職員研修の実績 

年 研修タイトル 参加者数 期間（日） 

2014 Training programme on seed testing 85 4 

 Seed testing training for new seed technicians 14 3 

 Preparing meeting for seed testing workshop 30 1 

2015 Presentation on quality control of certified seeds and seedlings 23 1 

 Guideline preparation for seed testing procedure 18 2 

 Guideline preparation for seed testing procedure 18 2 

出所：SCS 

 

指標 5：「市場に出回る種子の品質調査」の結果に基づき作成したアクションプランが実施される 

表－21 のとおり、アクションプランの一部は実施済みや実施中である。 

 

表－21 種子品質アクションプランの実施状況（短期計画） 

項目（短期目標） 実施済み・実施中のもの 

1．Training on seed quality Has been Implemented 

2．Awareness creation on seed quality Six awareness creation meetings on Seed Act for private 

producers, importers & traders were held in Oct. 

3．Expiry date on seed pack Expiry date were printed on newly produced seed packets 

Oct. 2017 onward. 

4． A mechanism to sample and test all 

imported seeds  

Discussion between SCS & NPQS was held. 

5．Fertilizer recommendations for vegetable 

seed production 

 

6．Continuation of Market survey Budget for survey in 2016-18 was allocated. SCS is 

conducting survey for imported seeds in 2016. 
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7．Seed production and distribution planning 

by Regional Seed Committees  

 

8．Revision of seed germination and moisture 

level 

 

出所：JICA 専門家チーム 

 

３－５ 上位目標達成の見込み 

上位目標は「市場に出回る野菜種子のうち、DOA が定める基準を満たしている種子の量が増加

する」である。指標 1「市場に出回る野菜種子のうち、DOA の基準を満たしている種子の割合が

増加する」については種子の品質調査にて基準値が得られたが、達成可能性については現時点で

情報がない。指標 2 の「民間の種子生産業者から SPMDC に原種種子の供給要請があった際、90％

以上は供給がなされる」は過去 3 年間未達成である。上位目標は市場全体を対象としており、プ

ロジェクトの貢献に加えて官民によるさまざまな努力が必要であり、達成には困難も予想される。

一方、本プロジェクトではスリランカ初の種子病害検査室が設立され、市場の種子の品質調査が

初めて実施されるなどいくつかの正のインパクトが発現している。表－22 は上位目標の達成状況

を示す。 

 

表－22 上位目標達成状況 

指 標 達成状況 

指標 1：市場に出回る野菜種子のうち、DOA の基準を満たしてい

る種子の割合が増加する 

情報なし 

指標 2：民間の種子生産業者から SPMDC に原種種子の供給要請

があった際、90％以上は供給がなされる 

過去 3 年間は 90％以上供給され

ておらず改善もみられない 

 

指標 1：市場に出回る野菜種子のうち DOA の基準を満たしている種子の割合が増加する 

市場に出回る種子の品質調査が実施され、ベースラインデータが収集された（成果 3 の図－１

と表－16 に記した情報が主なベースラインデータとなる）。しかし、同類の調査はその後実施さ

れておらず、種子の品質の改善状況については不明である。提言にも記したように、SCS は、2015

年ヤラ期に実施した種子の品質調査と同様の手法で、2018 年ヤラ期に品質調査を行い、SEPC の

協力を得て両調査を比較分析し、本プロジェクトの上位目標の達成状況を確認することが望まれ

る。比較に足る調査結果とするべく、2018 年の調査では、DOA 種子、非 DOA 種子、輸入種子を

対象とし、検査室における発芽率、水分含有率、圃場における発芽率といった項目は必ず含め、

サンプリングについても 2015 年ヤラ期の調査と類似の方法で実施する必要がある。なお、本調査

の実施について、SCS からは「2018 年ヤラ期の調査予算は確保している。2015 年ヤラ期と同様

の方法で調査を実施したい」との回答があった。 

 

指標 2：民間の種子生産業者から SPMDC に原種種子の供給要請があった際、90％以上は供給が

なされる 

図－５と表－23 が示すとおり、過去 3 年間は重量に関しても、品種数に関しても、要請の 90％

以上が供給されておらず改善もみられない。官民のさらなる対話の促進や、データベースシステ

ムや RSC などを活用し販売動向の分析や需要予測を行い、より適切な生産計画を策定することが
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望まれる。 

 

 
出所：SPMDC 

図－５ 原種種子の要請と供給（kg） 

 

表－23 原種種子の原種種子の要請と供給（品種数） 

耕作期 
供給リスト

にある品種 

全量供給さ

れた品種 

要求が充足され

た品種数（％）

要求があったが 

供給されなかった品種 

2016/17 Maha 27 20 74 
TA2, MI Short, Thinneveli, MC43, 

Thilina, Haritha, BS1 

2016 Yala 33 24 73 
TA2, Polon, Gannoruwa hawari, A9, 

Krishna, Thilina, Goraka, Red, BS1 

2015/16 Maha 33 24 73 
TA2, Krishna, Coraka, Thilina, Asiri, 

Gannoruwa Ari, Red, BS1, Ruhunu 

2015 Yala 19 16 84 Hawari, Thilina, BS1 

2014/15 Maha 25 20 80 TA2, Krishna, Thilina, Asiri, BS1 

2014 Yala 21 18 86 MC43, Thilina, BS1 

出所：SPMDC 

SPMDC による説明： 

 ・TA2 の需要は過去 2 年ほど急に高まった。 

 ・Thilina と Krishna は純度に問題があるため近年、生産・供給されていない。 

 ・Ruhunu はウィルスに感染しやすいため生産停止となっている。 

 ・供給のリクエストをした後、取りに来ない業者もいるとのこと。 

 

３－６ 実施プロセス 

３－６－１ PDM の改訂 

当中間レビューまでに、PDM は以下のとおり改訂されている。 

（1） 第 1 回目のキックオフ・ミーティングで、ベースライン調査の結果を基に、活動、指標、

投入が修正された。 

 

（2） 2013 年 12 月の JICA 運営指導調査団のプロジェクト訪問の機会に、プロジェクト目標が変

302

392

248

504

398

494

267
321

219

451

330 327

2014 Yala 2014/15 
Maha

2015 Yala 2015/16 
Maha

2016 Yala 2016/17 
Maha

Requested in total (kg) Supplied in total (kg)

88%
82%

88%

89%

83% 66%
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更され、成果 4 が成果 1 の活動に統合された。また、プロジェクトが“Certified Seed”のみ

ならず、“Certified/quality vegetable seed（認証種子及び高品質の種子）”を対象とするとされ

た。市場に出回る種子の管理の一環として、ランダムサンプル検査の活動のモニタリングが

活動として追加された。 

 

（3） 2014 年 7 月の JCC にて、Quality Seed の定義づけが困難であることから、対象種子の表現

が“Certified/quality vegetable seed（認証種子及び高品質の種子）”から「認証種子」に変更さ

れた。 

 

（4） 2014 年 9 月の中間レビュー調査の結果、PDM 第 4 版の上位目標、上位目標の指標、プロ

ジェクト目標のすべての指標が変更された。成果の指標のうち 1-1、1-3、2-1、2-2、3-2 につ

いては表現が修正された。成果の指標の 2-2、2-3、3-3、3-4 が変更され、3-5 が追加された。 

 

３－６－２ 合同調整委員会 

年 2 回の合同調整委員会（JCC）は予定どおり開催され、プロジェクト活動のモニタリングや

意思決定を行った（詳細は表－24 参照）。 

 

表－24 合同調整委員会の内容 

開催日 主な討議内容 参加者数 

2012 年 12 月 7 日 Revision of R/D and PDM 13 

2013 年 6 月 21 日 Project Progress Report and Future Activities 16 

2013 年 12 月 9 日 Report of the JICA project consultation team 27 

2014 年 7 月 4 日 Report of Prof. Nishikawa, Short-term Expert on Seed Quality 
Evaluation 

23 

2014 年 9 月 18 日 Report of Mid-term Review  

2014 年 12 月 15 日 Project Progress Report and Future Activities 
Progress of Recommendation by Mid-term Review 

31 

2015 年 6 月 26 日 Project Progress Report and Future Activities 
Progress of Recommendation by Mid-term Review 

27 

2016 年 1 月 29 日 Project Progress Report and Future Activities 
Progress of Recommendation by Mid-term Review 

24 

2016 年 7 月 5 日 Project Progress Report and Future Activities 
Progress of Recommendation by Mid-term Review 

34 

出所：JICA 専門家チーム 

 

３－６－３ プロジェクトマネジメント・ユニット 

プロジェクトの計画時、プロジェクト活動の調整とモニタリングのために、プロジェクトマネ

ジメント・ユニットが形成される予定であった。同ユニットは形成されておらず、調整・モニタ

リングの機能は次項で述べる月例会議で代用している。 
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３－６－４ 月例会議（Monthly Meetings） 

プロジェクトの月例会議はほぼ毎月開催された。月例会議では、活動や課題のモニタリングと

ともに、本邦研修での習得事項の報告、JICA 短期専門家や JICA 運営指導調査団による調査結果、

PDM 改訂にかかわる議論などが行われた。スリランカ種子生産者協会（Seed Producers Association 

of Sri Lanka：SPASL）からも同会議へ継続的に参加があった。 

 

３－６－５ 効果発現に貢献した要因 

（1） DOA による追加投入 

必要に応じて DOA から追加の投入がなされ、プロジェクトの効果的な実施を促進した。

例として、種子病害検査ユニットの建設、市場における種子の品質調査の結果報告会（フィ

ールドデイ）の開催、データベースシステムの運用に必要なコンピュータやインターネット

などの整備、種子調整機材設置の際に必要となった建屋の改修、GSF における苗床用ポリト

ンネルの設置などが挙げられる。 

 

（2） JICA 研修参加者の活躍 

2003～2007 年に実施された JICA 国別研修に参加した SPMDC の職員が、研修で学んだ知

見を生かし、本プロジェクトで導入した生産技術の種子農場での実践や、種子生産研修にお

ける技術指導を行い、本プロジェクトの効果的な推進に貢献した。 

 

３－６－６ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1） データベースシステム開発の遅延 

データベースシステムの開発に計画より約 2 年多くの時間が必要となり、同システムの導

入が遅れ、プロジェクト期間中に同システムを本格的に運用することができなかった。 

 

（2） 契約野菜種子栽培の縮小 

本プロジェクトでは、SPMDC からの委託で野菜種子栽培をする農家が研修に参加して生

産技術を習得し、その後技術を実践することが期待されていた。また SPMDC や SCS の職員

は、種子生産を委託した農家を訪問し、技術の実践を支援・確認する計画であった。しかし

2015 年と 2016 年は、SPMDC から農家への種子生産委託がごく少なかったため、研修に参加

した農家の技術実践や、職員の農家訪問の機会は限定的であり、同職員による契約農家への

技術支援・確認が計画どおり進まなかった。 

 

（3） 種子法細則の施行の遅れ 

種子を販売する場合に要求される品質基準を含む種子法の細則は 2010 年ごろに施行され

ると期待されていたが、実現していない。種子法の細則が施行されていないと、SCPPC や

SPMDC による市場における種子の品質向上の働きかけに十分な強制力が働かない。市場に

おける種子の品質向上のためには法整備が必要である。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価 5 項目による評価結果 

４－１－１ 妥当性：高い 

2015 年に成立したスリランカの新政権の施策である「全国食料生産プログラム（2016～2018

年）」は、食料生産と生産性の改善、野菜や果物の増産、国民 1 人当たりの野菜の消費量の増加、

官民の連携、種子法の施行などをめざしている。本プロジェクトで実施した市場の種子の品質調

査では市場の種子の品質の改善ニーズが、野菜病害に関するフィールド調査では種子伝染性病害

や種子の健全性検査の重要性が裏づけられた。日本の外務省の「対スリランカ国別援助計画（2012

年 6 月）」では後発開発地域の開発支援が重点分野の 1 つとなっており、農業分野を中心とした産

業育成、農業関連インフラの整備を支援する方針である。これらから本プロジェクトは、スリラ

ンカの政策や開発ニーズ、日本の援助方針と合致しており、妥当性は高い。 

 

４－１－２ 有効性：中程度 

本プロジェクトは、野菜種子生産の技術移転に関し、中間レビュー時と比して大きな進捗があ

った。SPMDC や SCS の地方事務所や GSF の職員は、種子生産研修や農家への指導にリーダーシ

ップを発揮するようになった。プロジェクトで導入した生産技術は GSF でよく活用されている。

SCPPC の職員の種子病理分野での能力向上や、市場の種子の品質調査の効果的な実施も特筆に値

する。しかし、種子生産計画の分野におけるデータベースの運用や、農家の生産技術適用状況の

確認に関してはやや遅れがみられる。そのため終了時評価時点でのプロジェクト目標の達成度及

び有効性は中程度である。 

 

４－１－３ 効率性：高い 

プロジェクト活動はいくつかの遅延を除けば計画どおり実施された。3 つの成果の発現状況に

も顕著な進捗があった。専門家派遣、本邦研修などの日本側投入は計画どおり実施され、機材供

与は遅れたものもあったが、その他はすべて予定どおりである。事業費及び事業期間も計画内に

収まる予定である。スリランカ側からは予定していたよりも多くの投入があった。これらにより

効率性は高い。 

 

４－１－４ インパクト：中程度 

上位目標の指標 1「市場に出回る野菜種子のうち、DOA の基準を満たしている種子の割合が増

加する」については種子の品質調査にて基準値が得られたが、達成可能性については現時点で情

報がない。指標 2 の「民間の種子生産業者から SPMDC に原種種子の供給要請があった際、90％

以上は供給がなされる」は過去 3 年間未達成である。上位目標は対象地域の市場全体を対象とし

ており、プロジェクトの貢献に加えて官民によるさまざまな努力が必要であり、達成には困難も

予想される。一方、本プロジェクトではスリランカ初の種子病害検査ユニットが設立され、市場

の種子の品質調査が初めて実施されるなどいくつかの正のインパクトが発現している。これらを

勘案しインパクトは中程度とする。 
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４－１－５ 持続性：高い 

＜政策・制度＞現行の政策は野菜生産や生産性の改善をめざしており、また農業省が準備中の

種子法の細則は、本プロジェクトの効果の持続性を助長するものである。 

＜組織・体制＞SPMDC と SCPPC の組織内の役割や責任分担は明確である。今後、JPPS や種子

生産研修をより効果的に実施するための体制も整いつつある（付属資料 ATTACHMENT-4 参照）。 

＜技術＞生産や品質管理にかかわる職員の技術レベルはおおむね良好であり、種子生産技術を

指導するマスタートレーナーも養成された。種子病害検査を担当する職員の技術も期待したレベ

ルにあるが、今後引き続き研鑽が必要である。 

＜財務＞SPMDC と SCPPS には必要な予算が配賦されており予算執行状況にも特に問題はな

い。市場の種子の品質調査には 2016〜2018 年の 3 年間の予算が付与されており、植物病害検査や

種子病害診断のための薬剤や消耗品の予算も確保されている。 

以上からプロジェクト効果の持続性は高いと見込まれる。 

 

４－２ 結論 

プロジェクト目標、成果の指標は一部を除いて達成ないし達成見込みであることから、本プロ

ジェクトは 2017 年 5 月の協力期限をもって予定どおり終了することで合意した。 

5 項目評価について、妥当性、効率性には特段の課題は見受けられなかった。有効性について

は、いくつかの点で実施遅延があったことから、中程度となった。インパクトについては、デー

タベースの拡充、市場調査結果の活用、種子病理ラボの建設など、複数のプラスのインパクトが

確認されたが、上位目標達成にはいくつかスリランカ側での対応が求められることから中程度に

なった。持続性については、今後、スリランカ側による対応が必要な点があるもののおおむね事

業継続の体制は整備されている。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

（1）DOA への提言 

① 種子法の細則が早期に施行されるよう農業省を支援すること、具体的には、すみやかに

国家種子協議会（National Seed Council：NSC）のメンバーを官報により任命し、法務局に

よる確認が完了したら細則を官報で制定し、その後同協議会を開催するよう支援する。 

②データベースシステムの運用に必要な機材や施設をできるだけ早く設置すること。 

③JPP アクションプランを 2017 年 2 月に開催予定の次回の同セミナーで発表し、同計画にお

ける短期、中期、長期的な目標や実施責任者について議論すること。またその後、同計画

の全体的な進捗をモニタリングすること。 

 

（2） SPMDC への提言 

①SIDCC の第 1 回ワークショップを 2017 年 2 月に開催すること。 

②DOA による JPP アクションプランのモニタリングを支援すること。 

③民間セクターとの対話を継続し、過去の販売や需要の分析による需要予測を行うなどして、

生産計画のさらなる改善を図ること。 

④SCS の支援を得て種子の在庫の適切な回転のための仕組みをつくること9。古い在庫の定期

的な廃棄についても検討すること。 

⑤年 2 回の耕作期ごとの種子生産研修を継続し、プロジェクトで導入した生産技術の普及を

図ること。SPMDC の地方事務所は、ETC や農業開発局の地方事務所、農民組合その他か

らの情報も得て、技術習得に前向きな農家を選ぶこと。民間生産者にも研修開催を通知す

ること。 

⑥SPMDC の地方事務所は、研修に参加した契約種子生産農家に的を絞り、技術の適用を奨

励すること。技術導入により成功した農家の数を増やし、これらの農家の経験を他の農家

とも共有すること。 

⑦政府契約種子農家に GVSPP を導入し、SPMDC 地方事務所の農業指導員がこれらの農家を

訪問する際に活用すること。将来は GVSPP の実践を契約の条件とするよう検討すること。 

⑧SCPPC から適時の協力を得て種子コーティングテストを遅延なく実施し商業生産を始め

ること。 

⑨種子生産研修を担うマスタートレーナーを継続的に確保すべく、マスタートレーナー向け

の研修を引き続き実施すること。プロジェクト非対象地域の職員も対象にすること。種子

生産に従事するすべての職員がマスタートレーナーとなることを将来の目標にすると良

い。 

 

（3） SCPPC への提言 

①2017 年 2 月の開催予定の SIDCC 第 1 回ワークショップで種子品質向上のためのアクショ

ンプランを周知徹底させるとともに、引き続き同プランの進捗をモニタリングすること。 

                                                        
9 在庫の最適化はプロジェクト活動の結果策定された「種子の品質向上のためのアクションプラン」の中期目標でも挙げられ

ている。 
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②SCS は引き続き HORDI の植物病理課との協力の下、種子伝染病のなかで最も重要な細菌

学に関する最新技術の導入を図ること。 

③種子法の細則が早期に施行されるよう法務局に働きかけること。 

④非公式な種子生産・流通業者の特定を継続し、それら業者に種子法に則った登録を促し、

GVSPP に基づいた生産を奨励すること。 

⑤SCS は、2015 年ヤラ期に実施した種子の品質調査と同様の手法で、2018 年ヤラ期に品質

調査を行い、SEPC の協力を得て両調査を比較分析し、本プロジェクトの上位目標の達成

状況を確認すること。 

 

（4） HORDI への提言 

①HORDI は引き続き SCS の種子病害検査ユニットとの協力の下、種子伝染病のなかで最も

重要な細菌学に関する最新技術の導入を図ること。 

 

５－２ 教訓 

（1） プロジェクトサイトについて 

本プロジェクトは、政府農場 3 カ所を含む 4 カ所の現場をもち、かつプロジェクト活動は

種子生産システム全般（生産・加工・検査・貯蔵）にわたることから実施機関が多い。この

ため、現場活動の推進・フォローを担う C/P は各サイト・各実施機関にそれぞれ分散してい

た。プロジェクトでは、栽培状況の確認等のため、専門家による巡回指導を行っていたが、

各サイトが離れており、負担が大きかった。今後、現場サイトを複数もち、活動範囲が広く

実施機関が多いプロジェクトを計画する場合は、ローカルコンサルタントの雇用等により、

現場活動の促進・フォローをすることも検討すべきである。 

 

（2） 野菜種子プロジェクトについて 

上述のとおり、本プロジェクトの活動は種子生産システム全般（生産・加工・検査・貯蔵）

にわたっているが、プロジェクト開始当初は普及・販売も成果となっており、対応すべき活

動が多かった。また、実際に市場に出回る種子の品質・状況について、スリランカ政府側も

認識しきれていない部分があった。その他、野菜種子プロジェクトの特徴としては、次のよ

うな点が挙げられる。 

・野菜は雑多で、種子の種類が多い。 

・日本では民間主導でかつ国内の採種も限られているため、日本が協力するうえでの制限が

大きく、課題別研修等の積極活用が有効である。 

・官民の連携が不可欠。 

野菜種子生産システム全般には多種多様な活動があり、かつ官民ともに関連する機関も多

いため、同様のプロジェクトの検討にあたっては、野菜種子生産システムのうち、どの活動

にフォーカスを当てるのかより詳細な検討が必要である。また、市場の状況や政府制度につ

いての客観的な分析、加えて国内リソースの状況を加味して計画する必要がある。 

 

５－３ 団長所感 

終了時評価の結果、プロジェクト目標、成果の指標は一部を除いて達成ないし達成見込みであ
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ることから、本プロジェクトは 2017 年 5 月の協力期限をもって予定どおり終了することが合意さ

れた。 

今後、プロジェクト終了にあたり、取り組むべき具体的な事項は「５－１ 提言」にまとめて

いるが、特に以下の観点に留意し、プロジェクト活動を継続していくべきである。 

 

（1） 導入された技術の活用 

日本人専門家からの技術移転を通じて SPMDC は主体的に種子生産トレーニングを実践で

きるようになった。また、本プロジェクトにより導入された生産技術は、GVSPP として取り

まとめられ、同技術は政府生産農場で前向きに受け入れられ、実践されていることが確認さ

れた。これは 2014 年 9 月に行われた中間レビューからの急速な進歩であり、今後、プロジェ

クト終了後、さらにマスタートレーナー等を通じた他地域への展開が期待される。 

 

（2） 官民連携 

スリランカ国内における野菜種子生産を強化するにあたり、同国内民間企業と政府間の情

報交換や討議機会をより多くもつことが有益であることから、さらに官民連携を強化するこ

とが望まれる。 

 

（3） 種子病理 

日本人専門家による技術移転、スリランカ側とわが方との協同により、必要とされる資機

材及び施設が整備されたことから、スリランカ側の病理検査体制が強化された。今後、各種

関係機関との関係をさらに強化し、検査体制の充実を図ることが重要である。 

 

（4） スリランカ側のオーナーシップ 

本プロジェクト実施期間を通して、スリランカ側は特に実施意義が高く認められる内容に

ついて、プロジェクト実施上のオーナーシップを高めた。例えば、市場における野菜種子の

品質調査については、プロジェクトでの調査実施を通じて、必要性を理解し、今後 3 年間、

スリランカ側で予算化を図り実施される予定であり、プロジェクト活動を通じてスリランカ

側のオーナーシップが醸成された点は評価される。 

 

（5） 種子法 

種子法細則である“Regulation & Standard, Seed Act”の決定は種子品質の向上を図るうえで、

政府基準・規則の制定が必要であることからスリランカ側による対応が求められる。 

 

５－４ 野菜種子生産団員所感 

（1） 野菜種子生産現場の技術指導について 

プロジェクトの実績としては次のような点が確認できた。 

・トレイ、ポット育苗技術の導入で生育の安定、効率性が改善され原種使用量も半減した。 

・東南アジアに多い混植、過株数植えの慣行栽培から 1 株植栽培の優位性が認識された。 

・放任栽培から嫡芯、整枝、摘果などの栽培管理により採種量や種子の品質が改善された。 

・完熟堆肥の使用で生育のバランス、欠乏症生理障害予防などが認識された。 
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・スプリンクラーやドリップ灌水の試験的導入で良い結果が得られていた。 

 

これらの指導普及には大変な苦労があったと推察する。特に種子生産に長く従事した農家

は慣行の栽培に自信もあり、概して保守的なため、意識改革、慣行法からの変革は苦労する

ところであったろうが、多くの現場で日本人専門家や本邦研修を終えた研修員の努力の成果

がみられ、好感的かつ向学的な意見も随所で聞かれた。 

視察時に聞こえてきた「農薬をいくら濃くしても効かない」との農家の声は深刻で危険。

プロジェクト専門家も同様の指摘をしているが、「濃くして銭は減っても病気や虫は減らな

い。農薬使用は予防であり散布のタイミングと散布の仕方が肝心。それに農家の身体がもた

ない」ことを指摘したい。ある地域で腎臓病の異常な増加があるといい農薬や地下水を疑う

声も聞くとのこと。農薬はインド製が多い。 

ニガウリ種子生産で大型ポット・ドリップ灌水、ササゲマメ生産で露地ドリップ灌水栽培

は今後のロックウール・ドリップ灌水栽培に適用できる。ロックウール・ドリップ灌水栽培

は土壌改良の必要がない、大幅な節水、養分コントロールが容易、青枯れ病・かいよう病・

線虫などの土壌病害虫などからの回避など利点も多く、東南アジアのトマト種子生産やヨー

ロッパ、日本などのトマト青果栽培でも増えている。今回の聞き取りでは「ドリップ灌水は

目詰まりする」と簡単に否定するスリランカ側関係者もいたが、ドリップ灌水を唯一導入し

ていたクンダサレ農場の結果を認識すべき。 

スリランカは、現時点で政府による種子生産、認証が行われているが、ここで将来的な参

考として、日本の野菜種子の現状とその課題について述べる。 

日本の営利野菜栽培農家は枝豆やレタスなどまだ F1 品種が開発されていないものや一部

の地方特産品種などは別にして、主要野菜はほぼ 100％F1 品種を利用する。ハイブリッド品

種（F1）の特徴は遺伝的形質の安定、同一種子の供給、生育揃い、収量性、耐病性や抵抗性

をつけやすい、植物の品種保護を必要としないなど多くのメリットがある。一方で品種開発

に長い年月を要し、種子生産性については両親の開花合わせ、原種維持などで高度な技術を

要し、種子価格も高い。そして日本の野菜品種は世界市場でも極めて評価が高く、多く利用

されている。そのような背景のなかで日本の野菜種子生産は圧倒的に海外に依存し、欧米、

中国、アジア、アフリカ、南米などあらゆる国で生産され、比較的生産の容易な固定種（OP）

から技術を要する F1 まで種類、品種数も極めて多い。種子生産には日長、気温、湿度、土

壌、水、風虫媒交配種ではロケーション、人手と人件費、親系統のセキュリティーなどが制

限要素となる。日本国内での生産も原種生産や一部の F1 採種は行われているが、生産農家

の平均年齢は還暦ぐらいの高齢で、若い人が少ない。 

 

（2） 本邦研修及び第三国研修について 

日本で 37 名、タイで 14 名に、技術研修が行われている。約 10 カ月間各地方で種子生産、

品質管理、病理など幅広い研修を受けた DOA 職員、普及員などは自信にあふれ、帰国後リ

ーダーシップを発揮しているようであった。日本の農業や文化への理解も深めてもらい、将

来の交流発展に大きく貢献するだろうと聞き取り調査でも感じられた。研修事業に協力して

いただいた日本・タイ両国関係各位への敬意も忘れてはならないだろう。 

民間企業でも以前は多くの研修生を受け入れていたが最近では減少している。（株）サカ
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タのタネでも「青年海外協力隊」の派遣前研修を受け入れた経験がある。今は日本の種苗界

もグローバル化し、企業内での相互研修や海外の大学や研究機関への留学研修は盛んに行わ

れているが、日本受入れについては官民の協力をもう少し増やしても良いと思う。 

 

（3） データベース管理システム（以下データベースと記載）について 

本プロジェクトでは「官民双方を対象とした野菜種子の生産、輸入、供給、在庫に関する

データベースを構築する」を活動内容としているが、多少範囲が広すぎると感じる。 

・この規模のデータベース構築には多くのパソコン、周辺機器類、ソフト、コンサルタント

経費などで多分億単位のスリランカ・ルピーの投資が必要であろう。 

・DOA 局長から進展が遅いと指摘されていたが、DOA 職員、研究者などができるものでは

なく、ソフトエンジニアや専門のコンサルタントによるところが多いと思う。 

・種子産業に関するデータベースは必要であるが、フォーカスを決め、まずは販売会計管理

から順次手がけるのが妥当であると思う。 

・第一に販売実績と販売予想並びに財務会計管理、在庫管理では品質別ランクづけと量など

と種子加工管理のデータベースを確立し、第二に商品生産計画、原種量と原種生産計画の

データベース、最終的に品種ごとの生産性や生産農家のデータベースという順序で取り組

むべき。 

今回の調査では、民間のデータが手にいらないとの声が聞こえたが野菜生産地や市場調査

などで全体種子量、品種別シェア、輸入種子、国内種子などのデータを集積し、分析するし

かない。 

わが国日本でも種苗民間企業のデータシステムの状況はほとんどわからないが、おそらく

生産計画ぐらいまでは構築され利用管理されていると思う。生産技術現場においては、人が

紙に書いて蓄積したデータや豊富な経験と観察から頭脳にあるデータシステムがものをいう

世界であり、その双方が肝要である。 

 

（4） 高品質野菜種子について 

きれいな種面（たねづら）、ぷりぷりした種を収穫した後は種子加工の出番である。 

本プロジェクトにおいても日本製やオランダ製の選別機やコーティング機が導入されて

活用が始まっている。 

・種子の均一性が問題になるという。偽の認証種子で交雑種子、異種混合種子が多いとのこ

と。現実的には法があっても法的統制は難しく、不法業者はマーケット原理による淘汰を

待つしかない。 

・発芽率で検査室と圃場での差が大きいという。野菜の種類により発芽率と発芽勢との違い、

その相関関係をもう少し勉強する必要がある。 

・クンダサレ農場では色彩選別機（日本製服部製作所）、重量選別機（オランダ製）などが導

入され品質のレベルアップ、精選作業の飛躍的な効率化が図られていた。圃場ではトマト

F1 品種生産交配作業やドリップ灌水システムがうまく作動していた。当農場のオパリ場長

は今回の訪問でもピカイチの能力を発揮されていて、「JICA と今後も協力したい」との熱

意も大変ありがたく思った。 

・フィルムコート種子加工は今後重要となるので今は準備期間として考えたい。今、スリラ
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ンカの認証種子 OP 品種ではコート加工種子の必要性はないと思うが、将来に備えて必要

となる技術であろう。 

なお、日本の野菜種子の品質は世界的にもハイレベルな水準にあるといえ、この点につい

て日本としての協力の意義は大きい。多種多様な選別機械、高い発芽勢、病害検定、フィル

ムコート薬剤処理によるクリーン種子、播種機対応のための種子の大きさをそろえるコート

加工などさまざまな要因で種子加工は進歩している。 

 

（5） 種子伝染病害について 

種子伝染病害は非常に重要な課題で、植物病理短期専門家 Dr.加来の指導がスリランカの

官界上部に十分理解され、政策としても対応されることを強く望みたい。 

野菜の病害については耐病性・病害抵抗性品種の育成で多く病害発生を防いでいる事実も

あるが、品種改良では防ぐことができない病害も多く存在する。 

・トマトのかいよう病、スイカの果実汚斑細菌病 BEB、キャベツの黒腐病はスリランカでも

発生が確認されているバクテリアの世界的病害である。 

・販売種子の病理検定と殺菌剤、温湯浸漬、乾熱消毒の実施は不可欠。 

・種子生産現場においては原種種子の薬剤消毒も欠かしてはならない。 

・輸入種子への植物検疫法の確立も急務。 

・プロジェクトにより新しいインキュベーターやオートクレーブが設置され貢献していた。 

・今後も病理実験機器類、分子レベル検定に必要な PCR、クリーンな実験室などへの投資は

必要で、投資額は年間数千万単位のスリランカ・ルピーになるであろう。 

 

なお、日本の種苗界においても種子伝染性病害対策は極めて重要な課題としてとらえられ

ている。野菜種子の多くは海外で生産され、国内はもとより全世界で販売されており、その

リスクは大きく、耐病性育種と合わせて病理部門の充実は盛んに進められている。 

 

（6） まとめ 

野菜消費大国韓国でも激辛のキムチは減り、肉の消費量が多いブラジルでも国をあげて野

菜の種類、消費を増やす運動が展開され、インドネシアでは健康野菜としてスルフォラファ

ン含有の高いブロッコリー栽培と消費が急増した。スリランカの野菜消費は日本の三分の一、

インドの半分との自覚はスリランカ国民にはないと思う。しかし野菜はおいしい肉や魚をた

くさん食べられることを助け、体調を整え、成人病を減らし、寿命を伸ばすと知る国民は多

いと思う。 

本プロジェクトの技術協力が稲作や圃場基盤整備などではなく野菜の種子に向けられた

だけでもめずらしく、立ちあげた人たちの勇気と先見の明には敬意と感謝を表したい。スリ

ランカの経済成長が伸び、グローバル化すれば、現状の認証野菜種子は衰退し、民間種子、

輸入種子そして F1 種子が増えるだろう。それはそれで良いし、農家のため、国民の健康の

ために野菜の種類と消費量を増やすことも国の大切な仕事であろう。認証種子の育種の再開

も一部の種類ではあり得るが、ブリーダーの養成から始まり、容易ではないと思う。 

プロジェクトは終了を迎えるが、総括としてスリランカの野菜事情はまだまだこれから、

と感じた。スリランカは日本にとって、ライフラインでも重要な位置にある。 



－35－ 

日本は環境保全や小規模農業技術に優れ、安全でおいしい野菜の種と栽培技術をもつ。ス

リランカ国、日本国双方のために、これからも JICA の果たす役割は大きいと考える。例え

ば集約的野菜生産地の育成とともに、栄養改善に関連して野菜消費を推進することも取り組

みとして興味深い。 

スリランカの元気な若人を見るにつけ、わたしのような老人の観光客もよいが、日本の若

人がここにきて、上記のような取り組みを推進してほしいとも強く思った。 
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